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ABSTRACT：The sani tary  t rea tment  of  domest ic  wastewater  has  been proceeded by 
construct ing var ious  sys tems such as  urban sewerage sys tem,  rura l  sewerage sys tem 
and johkasou system.  The f i rs t  f ive-year  program for  urban sewerage construct ion was  
es tabl ished in  1963,  and the  percentage of  sewered popula t ion  reached 78.3% in  
FY2016.  A rura l  sewerage sys tem has  been bui l t  ac t ively  outs ide  the  c i ty  area  such as  
agr icul ture ,  f isher ies  and other  communit ies  s ince  1990’s .  
 Regarding the  johkasou system,  there  are  two types  of  johkasou,  tandoku-shor i  
johkasou and gappei-shor i  johkasou.  Tandoku-shor i  johkasou was des igned for  
t rea t ing  only  the  wastewater  f rom to i le t .  In  the  1970’s  when the  economy of  Japan 
grew and housing construct ion progressed.  In  the  suburbs  of  urban c i ty  where  
sewerage construct ion did  not  proceed,  the  demand for  f lushing to i le t  was  sa t is f ied  by 
ins ta l la t ion  of  tandoku-shor i .  New ins ta l la t ion  of  tandoku-shor i  johkasou was 
forbidden in  2001,  however,  the  problem of  untreated  d ischarge  of  gray  water  
cont inues  to  the  present .  
 On the  o ther  hand,  a  new type of  johkasou known as  gappei-shor i  johkasou was 
developed and used widely  f rom the  1980’s .  I t  i s  recognized as  an  important  sys tem 
to  replace  sewerage sys tem in  suburban areas  and rura l  areas ,  because  in  areas  with  
low popula t ion  densi ty  the  cost  of  sewerage sys tem per  capi ta  is  h igh.  
 In  Japan,  the  percentage of  popula t ion  covered by sani tary  domest ic  wastewater  
t rea tment  sys tem is  85 .1% in  2015.  Therefore ,  the  construct ions  of  a  sewerage sys tem 
or  a  johkasou system,  which more  than 19 mil l ion  people  need to  use ,  should  be  
promoted in  the  near  fu ture .  
 In  addi t ion  to  the  undeveloped problem of  such sani tary  sys tems,  the  unconnected  
problem to  a  sewerage sys tem is  a lso  ser ious .  Even though sewerage service  has  
a l ready been provided,  some people  has  not  connected  for  a  long t ime.   
 In  th is  research,  the  ac tual  s ta te  of  two types  of  the  untreated  problem,  undeveloped 
and unconnected ,  was  v isual ized by us ing exis t ing  s ta t is t ica l  data .  The resul ts  showed 
more  than 30% of  the  untreated  popula t ion  were  the  unconnected  popula t ion and the  
ra t io  of  unconnected  to  untreated  increased year  by year.  In  order  to  solve  the  
untreated  problem,  i t  i s  essent ia l  to  take  measures  to  encourage connect ion to  the  
exis t ing  sewerage sys tem.  
 To solve  the  undeveloped problem,  the  to ta l  cos t  of  capi ta l  cos t  and maintenance 
cost  for  a  sewerage sys tem and a  johkasou system was compared with  ac tual  data .  
When the  length  of  sewer  p ipe  per  capi ta  was  longer  than 8  meters ,  the  to ta l  cos t  for  
sewerage sys tem was h igher  than that  of  johkasou system.  The case  s tudy of  ac tual  
c i ty  a lso  revealed  that  the  cost  was  the  lowest  when a  sewerage sys tem was developed 
in  an  area  with  popula t ion  densi ty  of  29 .2  or  more  person per  hector.  This  cost  was  
reduced by planning in  considera t ion  of  fu ture  popula t ion  reduct ion.  These  resul ts  
indicated  that  i t  i s  necessary  to  review the  excess ive  sewerage sys tem in  p lanning 
without  considera t ion  of  popula t ion  decrease .  
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第１章 序論 
1.1 本研究の背景および目的 
平成27年度の公共用水域のBODまたはCODの環境基準の達成率は91.1％に達し
た 1)．これは公共用水域の水質保全対策として，下水道，浄化槽，農業集落・漁業
集落排水施設，コミュニティ・プラント等の各種生活排水処理施設の整備が進めら
れてきたからに他ならない．施設整備の統一的指標として平成8年度末より用いら
れている汚水処理人口普及率は，平成28年度末に初めて90％を突破した 2)．しか
し，未だ約 1,200 万人が生活排水処理施設を利用できないのが現状である．さら
に，実際に生活排水を処理している人口の指標である汚水衛生処理率は平成 27 年
度で 85．1％にとどまっており 3)，汚水処理人口普及率と汚水衛生処理率に約 5％
の差が生じている．この差は，下水道，農業集落排水施設等の集合型処理施設が整
備された地域に居住しているにもかかわらず単独処理浄化槽を使い続けるなど，整
備された施設の未利用によって生じており，結果として約1,900万人の生活雑排水
が未処理のまま公共用水域に排出されている．	
平成 27 年 2月にとりまとめられた社会資本整備審議会の答申「新しい時代の下
水道のあり方について」4)では，未普及対策として「汚水処理施設整備は，市町村
が，下水道，農業集落排水，浄化槽等それぞれの汚水処理施設の有する特性，経済
性等を総合的に勘案し，都道府県が主体となり作成する都道府県構想に基づき，ベ
ストミックスによる適切な役割分担の下で，地域の実情に応じ効率的かつ効果的に
実施されている．この結果，平成25	年度末の汚水処理人口普及率は約89％となっ
ている．しかしながら，未だ1,400万人が汚水処理施設を利用できておらず，根本
的インフラとして一刻も早くすべての国民が利用できるようにすべく，人口減少や
厳しい財政状況等を踏まえ，時間軸を踏まえた柔軟な対策の実施が必要である．」
と述べており，未処理問題の解消に向けては地域の実情のみならず地域の将来を考
慮した集合型と分散型の生活排水処理施設のベストミックスの重要性を強調して
いる．	
	 集合型と分散型の生活排水処理のベストミックスに関しては，水質や経済性の優
劣等にかかる研究が行われ 5，6)，人口密集地域は集合型，人口散在地域は分散型を
活用するという方向性が示されている．また，人口減少に対する配慮が重要である
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ことが指摘されてきた．しかし，ベストミックスのあり方の議論，また議論を支え
る研究成果等は不十分である．特に，各種施設の普及が進むにしたがって整備され
た集合処理施設への未接続の問題，低人口密度で人口減少が急速に進む地区に拡張
された集合処理施設にかかる市町村の財政負担の問題，集合処理の拡張区域内にお
ける合併処理浄化槽の利用および廃止の問題など，効率的とはいえない整備も見ら
れている．これらの問題は人口減少が進むにしたがいより深刻なものとなり，既に
整備された施設の維持管理も含め，生活排水処理の持続性をおびやかす問題にもな
りかねない．	
	 国際的にも，2015 年の 9 月に開催された「国連持続可能な開発サミット」の成
果文書として採択された「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030
アジェンダ」7)の中で示されている「持続可能な開発目標（SDGｓ）」の17の目標
のひとつに「すべての人々に水と衛生へのアクセスと持続可能な管理を確保する．」
があり，生活排水処理施設の整備と持続可能な管理は重要な課題となっている。	
	 そこで本研究では，生活排水の未処理の問題を定量化・可視化したうえで解消に
むけた課題を考察し，人口減少時代を迎えた日本において概ね 10 年で未処理問題
を解消し，その後の持続可能な生活排水処理にも資する適正な方法を明らかにする
ことを目的として研究を行う．	
	
 
図 1.1 生活排水処理施設の未普及と未利用の問題の概念図 
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1.2 本研究論文の構成 
	 本研究では，まず我が国の生活排水対策の経緯を整理するとともに，生活排水の
処理に関連する各種指標を組み合わせて市町村ごとの生活排水処理の現状を定量
化・可視化し，市町村の可住地人口密度等の人口集中にかかる指標等に関連付けて
解析し，そのうえで生活排水処理施設の未普及を概ね 10 年以内に解消するために
必要な施設整備量を算定し，これらの知見を踏まえた経済性に関わるケーススタデ
ィを実施した．	
第２章では，生活排水処理施設の整備の経緯を整理することにより研究課題を抽
出した．下水道，浄化槽等の生活排水処理施設は，もともと都市の排水，し尿の処
理等の個別の目的を持ち，それぞれ整備が進められてきた．しかし，1971年の水質
汚濁防止法の施行により公共用水域の保全という共通の目的を持つことが明確と
なり，合理的な整備のあり方が検討されるようになった．浮田ら 5)は低人口密度地
域の生活排水処理方式に関して，管渠延長の増大が集合処理費用の増大につながる
ことを示した．細井ら 6)は，集合処理が有利とされた地区でも人口減少の影響を考
慮すると分散処理が有利な場合があることを示した．また，G.Hoの研究 8)によると
アメリカでは6千万人以上が分散処理施設を利用しているが，管理不足により失敗
の事例も多い．しかし，これらを含む従来の研究では整備された施設の未利用の問
題など生活排水処理の実態に踏み込んだ視点が欠如しており，単独処理浄化槽の問
題などについて十分な解析が行われていないことから，あらためて生活排水処理に
関わる実態を整理し，研究課題を抽出する必要があることを明らかにした．	
第３章では生活排水が実際に処理されていない「未処理」，生活排水処理施設が
利用できない状態にある「未普及」，および生活排水処理施設が利用できる状況に
あるにも関わらず利用していない「未利用」の各問題について，既存の指標・デー
タを解析して定量化・可視化し，可視化した情報を基にあらためて生活排水処理の
課題を考察した．未普及問題については人口および人口密度が小さい市町村ほど深
刻であり，これらの市町村では 65 歳以上の人口割合が大きく今後の人口減少も大
きいことを踏まえて未普及の解消に取り組む必要がある．また，未利用問題につい
ては，未処理に占める未利用の割合が年々増加して現在は 30％を超えること，集
合処理施設の一人当たりの管路延長が長い地域ほど未利用の割合が大きくなるこ
と，未利用の直接的な原因である未接続率が 10％以下となるには集合処理施設の
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供用開始後 30 年程度要すること等を明らかにした．さらに単独処理浄化槽の利用
については，住宅建設時期，集合処理施設の整備時期との関係が大きいことを明ら
かにし，未処理問題解消が喫緊の課題となっている地域においては施設整備後の財
政負担など生活排水処理を持続可能とするための人口減少への配慮が特に必要で
あることを明らかにした．	 	
	 第４章では未普及問題を解消するために必要な生活排水処理施設の能力につい
て「要施設整備量」の概念を提案し、これに加えて人口減少に伴い生ずる施設の余
裕について「施設余剰量」という概念を新たに導入し，全国で 2025 年までに未普
及問題を解消するために必要な施設整備量を試算した．その結果，現在の未普及人
口が 1,300 万人であるのに対し，2025 年までに未普及を解消するために必要な施
設整備量は1,242万人分であることがわかった．しかし市町村内で既存施設を有効
活用するために人口移動等の施策を講ずる場合には 840 万人と 30％の整備量が削
減できる．また，このようなコンパクト・シティ化によって既整備施設の稼働率低
下を抑制できることから，人口減少時代のインフラの維持管理に極めて重要な方向
性であることを明らかにした．一方で，施策としての人口移動については多くの課
題があることから，人口散在地域から都市部へ人口移動するのではなく，集落内に
共同住宅を設けて中型浄化槽を利用する案についても効率化の効果を検討した．ま
た，必要な施設整備量を整備するにあたり，集合処理，分散処理のいずれが効率的
に行えるかについて施設整備費だけでなく，耐用年数や維持管理費も含めた年間費
用を比較し，今後については多くの場合分散処理のほうが効率的であることを明ら
かにし，集合，分散を組み合わせて効率的な整備を行った場合には未普及解消のた
めの施設整備費は2.5兆円になるものと試算した．これらの試算により，汚水処理
人口普及率90％から概ね10年で概成し，人口減少時代においても持続可能な生活
排水処理を行うためには，	
① 将来の人口減少を考慮した集合処理計画の適切な見直し	
② 未普及地域から集合処理既設地域への人口移動（コンパクト・シティ化）	
③ 戸別分散型のみならず複数戸をまとめた分散型生活排水処理施設の活用
（中型浄化槽の活用）	
が有効であることを明らかにした．	
5 
 
	 第５章では，人口減少が進んでいる宮城県大崎市の古川地区をモデル地区として，
現行の生活排水処理システム整備計画を見直すための３つシナリオを作成し，将来
の人口減少を踏まえて効率的に生活排水処理システムを概成するための方法を検
討し，前章で提案した３つの対策の有効性を検証した．	
	 第６章では，本研究の総括を行うとともに，課題と展望をまとめた．	
	
	
	 	
6 
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第２章 生活排水処理施設の整備の経緯を踏まえた研究課題の整理 
 
2.1 はじめに 
生活排水を処理する施設としては下水道，農業集落排水施設および浄化槽など
様々なものがあり，表2.1に示すように設置主体，適用法令，所管省庁など複雑
な体系となっている 1)．浄化槽については個人や企業が設置するものと市町村が
設置するものがあるが，下水道，農業集落排水施設等生活排水処理施設の多くは
市町村等によって設置され，公営企業法の適用を受けている．また，公共下水道
等は下水道法の規制を受けるが，農業集落排水施設等は浄化槽法上の浄化槽とし
て規制を受け，コミュニティ・プラントはし尿処理施設として廃棄物の処理及び
清掃に関する法律の規制対象となっている．また，事業の所管については下水道
が国土交通省，農業集落排水施設等が農林水産省，浄化槽は環境省であるが，地
方公営企業の観点からは総務省も関連があり，水質汚濁法，建築基準法なども考
慮するとさらに複雑な規制や事業促進の枠組みとなっている．	
表2.1 生活排水処理施設の体系 
古川（2015）2)を参考に作成 
	
次に施設の形態別に見ると下水道，農業集落排水等の複数の住居，建築物を管
渠で接続して生活排水を終末処理場に集めて処理する集合処理と，各戸，各棟に
処理施設を設置する分散処理の合併処理浄化槽に大別できる．浄化槽のうち2001
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年以降新設が原則禁止されたみなし浄化槽（単独処理浄化槽）は便所の水洗化を
担う施設として普及したが，し尿のみを処理の対象としており，台所や風呂から
発生する家庭雑排水を処理しないことから非水洗化（汲み取り便所）世帯ととも
に生活排水処理の観点からは未処理に分類される．	
各種ある生活排水処理施設全体の普及状況を表す指標として，生活排水処理施
設を利用可能な人口が総人口に占める割合を示す汚水処理人口普及率が定めら
れ，平成8年度末以降のデータが国土交通省（当時は建設省），農林水産省およ
び環境省（当時は厚生省）から公表されており，平成28年度末には初めて90％
を突破した 3)．内訳は下水道が9,982万人（総人口の78％），次いで浄化槽が
1,223万人（9％），農業集落排水等が352万人(3%)の順となっている（表
2.2）．	
表2．2 各生活排水処理施設の処理人口 
汚水処理人口普及率 3)をもとに作成 
根拠法令 浄化槽法 下水道法 
処理施設名 浄化槽 農業集落排水施設等 下水道 
処理人口＊ 
（総人口に対する割合） 
1，223 万人 
(9%) 
352 万人 
(3%) 
9，982 万人 
（78％） 
	
	下水道の中には市街地に整備される狭義の公共下水道のほか，市街地以外に整備
される特定環境保全公共下水道が含まれており，その人口は農業集落排水施設等
の人口とほぼ同程度となっている．また，農業集落排水施設等には漁業集落排水
施設，林業集落排水施設等も含まれているが，95％以上は農業集落排水施設であ
る．市町村の人口規模別の普及状況をみると（図2.1），100万人以上の都市では
99.2％が下水道処理区域内に居住しているのに対し，人口5万人未満の市町村で
は，下水道50.2％，浄化槽19.5％，農業集落排水施設等6.2％の合計78.3％が汚
水処理人口普及率であり，21.7％が未普及となっており，人口規模により普及状
況が異なっている．	
※下水槽には特定環境保全公共下水道を含む（2016 年において383万人） 
※農業集落排水等のうち農業集落排水施設は95.4％、漁業集落排水施設は4.3％、
その他0.3％（汚水衛生処理率データ 4）より推計） 
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都市の人口規模（万人） 
図 2.1 都市規模別・各処理施設別の汚水処理人口普及率（平成28年度末） 
汚水処理人口普及率 3)を基に作成 
これらの施設については，効率的な整備を進める観点から低人口密度地域の生
活排水処理方式の選択 5)や人口減少を考慮した施設整備方法 6)についての研究が
行われているほか，国土交通省，農林水産省および環境省の3省で集合処理と個
別（分散）処理の考え方が整理され，平成7年 12月に「都道府県構想等による効
率的な整備促進について」が都道府県に通知され，平成19年 9月および平成26
年 1月など数次にわたり効率的な整備の推進について通知が行われている．	
	
 
図 2.2 生活排水処理施設の整備における人口密度と 
一人当たりのコストの関係の概念図 
今後の汚水処理のあり方に関する検討会資料 7)を参考に作成 
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 図２には生活排水処理施設の整備における人口密度と整備にかかる一人当たり
のコストの関係の概念図を示したが，分散型は人口密度に大きな影響を受けない
のに対して，集合型は生活排水を集める管路の敷設にかかる費用の特性から，人
口密度の高いところで有利，低いところで不利となる特性を有している．	
	 このように，人口が100万人以上の大きな都市では下水道による生活排水処理
施設の整備が進み未普及が解消している一方で，中小規模の市町村では各種生活
排水処理施設が組み合わせて整備されているものの未普及が解消するには至って
いない．関係省庁においても効率的な整備について都道府県への通知が行われ，
内閣府でも調整の枠組みが設けられ，過去に定められた過大な集合処理区域の設
定のために単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換が遅れている事例など問
題が指摘されてきているが，その実態について十分な解析は行われていない．そ
こで本章では，まず下水道，浄化槽および農業集落排水施設について個々の整備
の経緯を整理するとともに，それらの施設が整備されてきた地域における特徴を
整理することにより研究課題の抽出を図ることとした．	
 
2.2 各種生活排水処理施設の整備 
2.2.1 下水道 
	 生活排水処理施設のうち下水道については，明治時代に横浜，東京などの大都
市で整備が開始され，1940年までには約50都市で500万人の下水が処理される
ようになった．1963年（昭和38年）に下水道整備五箇年計画が策定され，計画
的な下水道の整備が進められた．当時1,138万人だった下水道の処理区域内人口
は，1975年度末には2,685万人，1985年度末には3,892万人，1989年度末には
5,000万人を超え 9)，2005年度には人口集中地区（DID）人口を上回り，その後伸
び率は鈍化している（図2.3）．	
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	 下水道の処理区域内人口，人口密度および当該年度に拡張された区域の見かけ
の人口密度を図2.4に示す．下水道の整備が進むにつれて全国の下水道処理区域
内の人口密度は低下し，1980年度末（平成55年度末）には101人/ha，1990年度
末，2000年度末，2010年度末は各々81人/ha，68人/ha，62人/ha，2014年度末
には61人/haとなっている．また，拡張された区域の見かけの人口密度（当該年
度の下水道処理区域内の人口と前年度の下水道処理区域内人口の差を当該年度の
下水道処理区域と前年度の下水道区域の面積の差で除したもの）についても年度
ごとのばらつきはあるものの，1980年の 68人/haから 2000年頃まで低下傾向に
あり，2000年以降は40人/ha程度で横ばいに推移している．このことは，人口密
度の高い大都市や市町村の中心部より着手された下水道の整備が徐々に人口密度
の小さな地域にまで拡大されてきたことを示している．	
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図2.3 下水道処理区域内人口の推移
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2.2.2 浄化槽 
浄化槽については，1950年代後半以降（昭和30年代）に日本住宅公団が行っ
た住宅団地の造成により共同浄化槽が本格的に設置されるようになった 10)．1960
年頃までの浄化槽は現場打ちのものがほとんどだったが，その後，工場でFRP製
の浄化槽が大量生産され，住宅ブームに乗って戸別の単独処理浄化槽（みなし浄
化槽）の整備が急速に進んだ 11)．全国の浄化槽設置基数は1961年には16万基だ
ったが，1970年には71万基となり，1980年には400万基を超えた．1970年代か
ら1980年台の初頭にかけて浄化槽利用人口と下水道利用人口はほぼ同数であり，
下水道に加えて団地の浄化槽や戸別の単独浄化槽の整備が水洗率の向上に大きく
寄与した（図2.5）．	
一方で，単独処理浄化槽（みなし浄化槽）は生活雑排水を未処理のまま放流す
るため，この時期に多数設置され今も使われている単独処理浄化槽が大きな課題
となっている．	
図2.4 公共下水道の処理区域内人口密度の推移 
地方公営企業年鑑 11)をもとに作成 
101 
68 62 61 
68 
45 40 
46 
- 
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
0 
20 
40 
60 
80 
100 
120 
1980
1982
1984
1986 
1988 
1990 
1992 
1994 
1996 
1998 
2000 
2002 
2004 
2006 
2008 
2010 
2012 
2014 
処
理
区
域
内
人
口
（
万
人
）
人
口
密
度
（
人
/h
a)
年度末
処理区域内人口
処理区域内人口密度
拡張区域の見かけの人口密度
 
 
13 
	
1980 年（昭和55年）には浄化槽の構造基準が全面改正となり，処理対象人員
51	人以上の浄化槽は合併処理浄化槽にすることとされた．また同じ頃，各戸別に
設置される小型合併処理浄化槽の技術が確立され，1983年度（昭和58年度）に
は浄化槽法の制定，1987年度（昭和62年度）には合併処理浄化槽の整備に対す
る厚生省の補助制度が創設されるなど整備を推進するための枠組みが準備されて
きた．しかしながら2001年（平成13年）に改正された浄化槽法において単独処
理浄化槽（みなし浄化槽）の新設が原則禁止される以前は単独浄化槽の整備が主
体であった 13)．それ以降の単独処理浄化槽は毎年22万基程度減少しており，合
併浄化槽は毎年12万基程度増加している（図2.6）．	
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図2.5 全国の下水道人口、浄化槽等人口および水洗化率の推移
一般廃棄物処理実態調査結果12)のデータをもとに作成
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それに伴い合併処理浄化槽による処理人口も増加しているが，1基当たりの処
理人数は大きく減少している．同じ期間に単独処理浄化槽と合併処理浄化槽を比
較すると，単独処理浄化槽の1基当たりの処理人数は世帯人員の平均よりわずか
に大きな値で推移しているのに対し，合併処理浄化槽は平成10年度には平均世帯
人員の約2.5倍の 7.17人/基であったものが，平成25年度には3.64人/基と平均
世帯人員の約1.5倍まで小さくなっている（図2.7）．	
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図2.6 単独処理浄化槽の新設禁止以降の浄化槽設置基数の推移
環境省浄化槽サイト「浄化槽の普及状況について」14)をもとに作成
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浄化槽１基当りの処理人数の低下の理由についてさらに詳細に解析するため，
平成10年度と平成25年度の都道府県毎の合併処理浄化槽1基当たりの処理人数
を比較した（図2.8）．平成10年度はばらつきが大きく，一基当たりの処理人数
が一番大きな大阪府の23.4人/基と一番小さな山梨県3.1人/基では7.5倍の差が
あり，１基当たりの処理人数が大きいのは大阪府のほか神奈川県(21.4)，愛知県
(17.4)	，東京都(14.8)など大都市圏が多く，小さいのは山梨県のほか栃木県
(3.6)，北海道(3.6)，山形県(3.7)，熊本県(3.7)など地方の道県が多かった．一
方で平成25年度には3.0～3.5，3.5～4.0人/基の区分が各々12，18都道府県と
この２つの区分で全体の60％を占め，すべての都道府県が5人/基以下となって
いた．	
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図2.7 浄化槽１基当たりの処理人数の推移
環境省浄化槽サイト「浄化槽の普及状況について」14)，
および「汚水処理普及状況について」15) を基に作成
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平成 10年度以前については単独処理浄化槽と合併処理浄化槽を区分したデータ
は得られなかったため，浄化槽全体について整理すると図2.9のようになる．昭
和47年度の8.9人/基から平成9年度の4.3人/基まで徐々に小さくなっている．
これらのデータは戸別浄化槽の整備が進んだことに加えて大都市圏において下水
道の拡張に伴う団地の中大型合併浄化槽等の廃止・公共下水道への統合が進んだ
ことが影響したものと考える．	
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図2.8 都道府県別の合併処理浄化槽１基当たりの処理人数
環境省浄化槽サイト「浄化槽の普及状況について」14)，
および「汚水処理普及状況について」15) を基に作成
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図2.9 浄化槽1基当たりの処理人数の推移
環境省浄化槽サイト「浄化槽の普及状況について」14)，
および「汚水処理普及状況について」15) を基に作成
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さらに単独処理浄化槽処理率の推移を図2.10に，合併処理浄化槽人口普及率の
推移を図2.11に示した．なお，図には全国平均に加えて単独処理浄化槽処理率お
よび合併処理浄化槽人口普及率とも最も高い徳島県と，最も低い東京を併せて示
した．単独処理浄化槽処理率は2001年以降すべての都道府県において一様に低下
しているのに対し，合併処理浄化槽については徳島県などの汚水処理人口普及率
が低い県では急上昇する傾向にあった．また，以前より汚水処理人口普及率が高
かった東京都などの都道府県では低い水準で推移している．	
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図2.10 単独処理浄化槽処理率の推移
一般廃棄物処理実態調査12)のデータをもとに作成
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図2.11 合併処理浄化槽人口普及率
環境省浄化槽サイト「汚水処理普及状況について」15)を基に作成
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2.2.3 農業集落排水施設 
農村部等では1973年度（昭和48年度）より農業振興地域内の農業集落で対象
人口はおおむね1,000人以下を対象に生活排水を処理する農業集落排水施設の整
備に農林水産省が着手した．同様のものとして漁港の背後集落を対象に，対象人
口はおおむね5,000人以下とする漁業集落排水施設，林業振興地域または森林整
備市町村の区域内を対象とし，対象人口はおおむね1,000人以下の林業集落排水
施設の整備事業が行われている．2015年度末（平成27年度末）の農業集落排水
施設等の処理区域内人口は358万人（2014年度末は352万人）となっている．	
	
2.2.4  都市部以外の地区における集合処理施設 
	 これまで各種生活排水処理施設の整備の推移を個々に述べてきたが，あらため
て図2.12に全体を整理した．1963年を初年度とする第1次下水道整備五箇年計
画が策定され，下水道の計画的な整備が本格的に進められた．同じころから便所
の水洗化へのニーズの高まりもあり，住宅の建設ラッシュに下水道の整備が間に
合わない地区では単独処理浄化槽の整備が進み，郊外の住宅団地ではコミュニテ
ィ・プラントや中大型浄化槽の整備が進められた．1973年には農村集落排水施設
整備事業が開始され，特定環境保全公共下水道や農業集落排水施設等により都市
部以外でも集合処理施設の整備が進められた．1971年に水質汚濁防止法が施行さ
れたこともあり，1970年代には各種生活排水処理施設整備が都市部以外の中小市
町村でも実施されるようになり，特に中小規模市町村での整備が進められた．	
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1980 年台になると各戸別に設置する小型合併処理浄化槽の技術が確立し，1983
年度（昭和58年度）には浄化槽法の制定，1987年度（昭和62年度）には合併処
理浄化槽の整備に対する厚生省の補助制度が創設されるなどその整備を推進する
ための枠組みが準備されてきた．1990年代になると都市部以外でも集合処理施設
の整備が進み，分散処理との競合が問題となり始めた．1997年度には下水道事業
を所管する建設省，農業集落排水施設等事業を所管する農林水産省および合併処
理浄化槽事業を所管する厚生省により，施設整備の統一的な指標として汚水処理
人口普及率が定められ，以降毎年度公表されている．	
	 集合処理施設の大部分を占める公共下水道，特定環境保全公共下水道及び農業
集落排水施設のうち現在事業が行われているものについて，地方公営企業年鑑を
用い事業の供用開始年ごとの事業数および処理区域内人口の合計を整理した（図
2.13）．事業数で見ると1970年代から急速に増加し，1990年～2000年頃ピーク
を迎えた．処理区域内人口で見ると1960年以前にもピークはあるが，1964年の
図 2．12 生活排水処理をめぐる社会的背景と生活排水処理施設整備の経緯 
 
 
20 
前回の東京オリンピック直前，1970年の大阪万博直前にピークがあり，その後横
ばいで推移し1990年頃以降は年々減少した．	
	
	 より詳細に見るため公共下水道，特定環境保全公共下水道，農業集落排水施設
に区分し，さらに公共下水道については現在の市町村の行政区域内人口により10
万人以上と10万人未満に区分し，各施設区分5年ごとの供用開始事業数の合計を
図2.14に，現在の処理区域内人口を図2.15に整理した．人口10万人以上の市町
村の公共下水道の供用開始は1965～1969年にピークとなりその後2000年頃まで
ゆっくりと減少し，人口10万人未満の公共下水道は人口10万人以上の市町村が
ピークを迎えるころから上昇を始めて1990～1994年にピークとなり，2000年頃
にかけて減少している．特定環境保全公共下水道および農業集落排水施設は1980
年頃より急速に事業数が増加し，農業集落排水施設は1995～2000年頃，特定環境
保全公共下水道はそれに若干遅れてピークとなり，いずれも2005～2009年以降新
規に供用開始する事業は激減している．現在処理区域内人口ベースでみると人口
10万人以上の市町村の多くは1980～1984年頃までに供給を開始し，その後は人
口10万人未満の市町村の供用開始が増加している．1990～1994年では特定環境
保全公共下水道および農業集落排水施設の供用開始も増加し，1995～2000年では
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図2.13 集合処理施設の供用開始年ごとの事業数及び
現在処理区域内人口
地方公営企業年鑑9)の公共下水道、特定環境保全下水道及び農業集落排水施設の個
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人口10万人以上の供用開始はほとんどなくなり，それ以降人口10万人未満の市
町村の公共下水道，特定環境保全公共下水道および農業集落排水施設が供用開始
の大半を占め，2005年以降に供用開始する事業は非常に少なくなっている．	
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図2.14 集合処理施設の種類別の供用開始市町村数の推移
地方公営企業年鑑9)のデータを用いて作成
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図2.15 公共下水道、特定環境保全下水道及び農業集落排水施
設の供用開始年別の現在処理区域内人口（平成26年度末）
地方公営企業年鑑9)のデータを用いて作成
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事業の種類ごとに当該5か年に供用開始した市町村の現在処理区域内人口の和
を事業数の和で除し市町村の平均人口の推移を整理した（図216）．	
	
公共下水道，特定環境保全公共下水道および農業集落排水施設のいずれも年々
市町村の人口が小さくなり規模が大きな市町村から徐々に規模が小さな市町村に
整備が進んだことが明らかとなった．事業別にみると，1975年以降供用を開始し
た事業の平均人口は，公共下水道より農業集落排水施設，特定環境保全下水道を
供用開始した市町村の方が大きく，公共下水道の整備が進んだ市町村において2
番目以降の集合処理事業として農業集落排水施設や特定環境保全下水道に着手し
たことが影響しているものと考える．1975～1980には，特定環境保全公共下水
道，農業集落排水施設ともに供給開始市町村の平均行政区域内人口は10万人を超
えていたが，年々小さくなり2000～2004，2004～2009では概ね5万人以下となっ
ている．	
	 図 2.17には市町村の人口区分別の汚水処理人口普及率の推移を整理した．	
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図2.16 供用開始年別・集合処理施設の種類別の市町村の平均人口
地方公営企業年鑑9)のデータを用いて作成
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	 人口 5万人未満及び5～10万人の市町村は2000年の時点ではそれ以上の人口規
模の市町村と比較して汚水処理人口普及率が低く，その後急速に上昇し現在まで
にほぼ横ばい状態になっているが（図2.18），合併処理浄化槽の普及とあわせて
小規模市町村における公共下水道や特定環境保全下水道および農業集落排水施設
の供用開始がこの時期の汚水処理人口普及率の上昇に大きく寄与しているものと
考える．	
	 次に集合処理施設建設費の約７割を占める管路の敷設に着目し，これら事業に
ついて処理区域内の人口一人当たりの管路延長を供用開始年ごとに整理した（図
2.18）．	
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図2.17 市町村の人口規模別の汚水処理人口普及率の推移
環境省浄化槽サイト：汚水処理普及状況について15)を基に作成
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現在の全国の集合処理施設の一人当たりの管路延長の平均が4.4ｍ/人であるの
に対し，1954年以前に供用を開始した市町村では2.2m/人，それ以降1970～1974
までは3ｍ/人台とほぼ横ばいで，それ以降緩やかに上昇し，2000～2004にはピー
クの7.5m/人となりそれ以降は減少に転じ2010～2014では 6.2m/人となってい
る．	
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図2.18 集合処理の供用開始年別の一人当たり管路延長
地方公営企業年鑑9)をもとに作成．当該期間中に供用開始した公共下水道，特定環
境保全公共下水道及び農業集落排水施設について，平成26年度の雨水管路を除く管
路延長の合計を処理区域内人口の合計で除して一人当たりの管路延長を求めた．
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次に集合処理施設の種類別に同様の整理を行った（図2.19）．
	
特定環境保全公共下水道については1965～1969，1975～1979，1980～1984が
各々8.1，9.9，8.6m/人，それ以降は11m/人台と高い水準で推移していたが，公
共下水道と同様に2010～2014では減少し9.9m/人となっている．農業集落排水施
設については特定環境保全下水道よりもさらに処理人口1人当りの管路延長が長
く，最低が1975～1979の 12.2m/人，ピークの2000～2004には 15.6m/人となって
いる．全体で見ても1970～1974までに供用開始した市町村は現在の全国平均の
4.4m/人以下で横ばいであり，その後に供用開始した市町村では徐々に増加し，
1995～1999には 10.1m/人，その後徐々に減少し2010～2014には 7.0m/人まで減
少している．	
なお、平成26年度末の汚水処理人口普及率のうち特定環境保全公共下水道及び
農業集落排水施設による割合の高い５県は，鳥取県（30％），富山県（30％），
滋賀県（24%），長野県（22％），島根県（21％）であり，これらの県では1990
年代から2000年代初頭にかけて汚水処理人口普及率が急速に上昇しており，公共
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図2.19 集合処理の種類別、供用開始年別の一人当たり管路延長
地方公営企業年鑑9)をもとに作成．一人当たりの管路敷設延長は、事業ごとに管路
（雨水管路を除く）延長を求め、現在処理区域内人口で除して算定．
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下水道，特定環境保全公共下水道および農業集落排水施設の一人当たりの管路延
長は，滋賀県の6.2ｍ/人を除きいずれも8m/人以上と全国平均4.4m/人を大きく
上回っている．これは人口密度がより低い地域においても集合処理施設の整備が
行われた結果である．これら小規模市町村や大規模市町村周縁の人口密度の低い
地区で1990年代後半から2000年初頭に行われた特定環境保全公共下水道や農業
集落排水施設の整備は，未普及の解消に向けて大きく貢献したが，これらの地域
は人口減少が著しい地域でもあり，今後の人口動向を勘案して持続可能な汚水処
理が維持できるか検討する必要がある．	
さらに市町村の人口規模と集合処理の供用開始時期の関係を明らかにするた
め，集合処理の供用開始年を①1964年以前（供用開始後50年以上経過），②
1965〜1984年（30〜50年経過），③1985〜2004年（10〜30年経過），④2005年
以降（10年未満）に4区分し，市町村の人口規模別に2014年度末時点でそれぞ
れの区分に属する処理人口の割合を示した（図2．20）．	
	
	
人口規模が大きな市町村の区分ほど供用開始年の早い区分の割合が大きく，100
万人以上の区分では①が96%と大部分を占め，残りの４％は1966年に供用を開始
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図2.20 集合処理の供用開始時期別処理人口割合（平成26年度末）
地方公営企業年鑑9)をもとに作成
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したさいたま市の公共下水道，1985年から2002年にかけて供用を開始した神戸
市，仙台市等の特定環境保全公共下水道および農業集落排水施設である．30-100
万人の区分では①が60%，②が37％，③が3％であり，人口が30万人以上の市町
村の集合処理施設の大部分は2000年以前に供用を開始している．一方，人口10
〜30万人の区分では，①が13%，②が67％，③が20％となっており，人口5〜10
万人区分では①②の両区分に供用開始したものが各々49％，47％となっている．
人口5万人以下の人口区分では③以降に供用開始したものが大半を占めている．
供用開始後50年以上を経過した集合処理区域内に居住している割合は，人口100
万人以上の市町村で99％，30〜100万人，10〜30万人，5〜10万人で各々51，
36，18％である．都市における下水管路等の施設の老朽化が社会問題化している
が，5〜10万人規模の市町村で供用開始後50年以上経過したものは2％程度，5
万人未満の区分ではほぼ0％と現段階では小さな割合であるものの，人口5万人
以下の各人口区分でも供用開始後10〜30年の割合が80％を超えており，また人
口減少率は人口の小さな市町村ほど大きいことが推計されていることから，小規
模市町村においても生活排水処理を安定的に実施していくうえで重要な課題と考
えられる．	
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2.3 研究課題の整理 
	 本章では，施設の整備の経緯を整理することにより，研究課題を抽出した．下
水道等の生活排水処理施設は，もともと都市の排水，し尿の処理等の個別の目的
を持ち，それぞれ整備が進められてきたが，1971年の水質汚濁防止法の施行によ
り公共用水域の保全という共通の目的を持つこととなり，合理的な整備の在り方
が検討されるようになった．また，平成28年度末で汚水処理人口普及率が初めて
90％突破した．今後速やかに概成するためには小規模市町村での未普及解消が課
題であるものの，整備された施設が利用されていない未利用の問題や集合処理区
域の内外に残存する単独処理浄化槽の問題など，未処理の問題の構造は複雑であ
る．	
	 また，公共下水道の整備は人口が密集した大規模市町村から小さな市町村に進
み，さらには1970年代の後半からはより小規模な市町村や既に公共下水道の供給
を開始している市町村において，より人口密度が低い地区で特定環境保全下水道
や農業集落排水施設の整備が急激に進み，一人当たりの管路延長が大きなものと
なっている．これら小規模市町村や大規模市町村周縁の人口密度の低い地区で
1990年代後半から2000年初頭に行われた特定環境保全公共下水道や農業集落排
水施設の整備は，未普及の解消に向けて大きく貢献したが，これらの地域は人口
減少が著しい地域でもあり，今後の人口動向を勘案して持続可能な汚水処理が維
持できるか検討する必要がある． 	
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第３章 生活排水の未処理問題の解消に向けた課題と考察 
 
3.1 はじめに 
	 第２章では生活排水処理施設の整備の経緯を整理することにより研究課題を
抽出した．下水道，浄化槽等の生活排水処理施設は，都市の排水，し尿の処理
等の個別の目的にしたがって整備が進められてきたが，1971 年の水質汚濁防止
法の施行により公共用水域の保全という共通の目的を持つこととなり，合理的
な整備のあり方が検討されるようになった．生活排水処理の効率的な整備に関
して，浮田ら 1)は低人口密度地域の生活排水処理方式に関して研究を行い，管
渠延長の増大が集合処理費用の増大につながることを示し，集合処理施設と分
散処理施設の組合せによる効率的な整備の必要性を示した．また，関係省庁に
おいても平成７年には厚生省、農林水産省、建設省から「汚水処理施設の整備
に関する構想策定の基本方針について」2)が都道府県に通知され，平成８年度末
から生活排水処理施設の整備に関連した統一的指標として汚水処理人口普及率
が毎年公表されているほか，生活排水処理施設整備のベストミックスを図るた
めの取り組みがなされてきている．一方で，集合処理施設の計画区域内では合
併処理浄化槽の補助金が交付されない，集合処理区域の拡張のために整備した
ばかりの合併処理浄化槽を廃止しなければならない，集合処理区域が拡張され
利用可能になったにも関わらず利用しないといった問題も指摘されている．し
かし，生活排水処理施設の整備に関わる研究においては整備された施設の未利
用問題の視点が欠如しており，現実社会で起こっている問題，指摘されている
課題についての究明が不十分であり，効果的な対策につながっていない．	
	 そこで第３章では生活排水の未処理問題に焦点をあて，生活排水処理施設が
整備されておらず利用できる状態となっていない「未普及人口」と，生活排水
処理施設が整備されているにもかかわらず利用していない「未利用人口」，そ
れらをあわせた生活排水の｢未処理人口｣を生活排水処理施設に関する公表デー
タより算出し，生活排水処理の現状を人口密度や高齢化率などの地域特性との	
関係で解析し，未処理問題解消に向けた課題を考察した．	
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3.2 生活排水処理にかかる現行指標の整理 
	 生活排水処理は，下水道，合併処理浄化槽，農業集落排水施設等の個々の事
業により整備が推進されてきたが，現在では生活排水処理施設の整備の状況を
示す統一的な指標として汚水処理人口普及率が用いられ，その向上を目標に整
備が進められている．そのほか目的に応じて汚水衛生処理率，水洗化率などの
データが整理，公表されている．ここでは，それぞれの指標から見える生活排
水処理の課題を整理する．	
(1) 汚水処理人口普及率	
	 厚生省，農林水産省，建設省の 3 省において協議が重ねられ，平成９年（1997）
8 月 28 日に平成 8 年度末の合併処理浄化槽，農業集落排水施設等，下水道等を
全て含む統一的な指標として汚水処理人口普及率が公表された．以後，汚水処
理人口普及率の向上を目標に施設の整備が進められ，毎年 8 月末～9 月初旬に
前年度末の全国および都道府県別の汚水処理人口普及率が 3 省（平成 13 年の
省庁再編以降は，環境省，国土交通省，農林水産省）から公表されている 3)．	
	 この指標は，生活排水処理施設の整備状況をその利用人口および利用予定人
口（整備人口）を合わせて指標としている．すなわち，下水道や農業集落排水
施設等の供用区域の居住者は，生活排水処理施設の利用の有無にかかわらず利
用することが可能であるとして汚水処理普及人口にカウントしている．2016 年
度末（平成 28 年度末）の全国の汚水処理人口普及率は 90.4％4)（平成 27 年度
89．9％），汚水処理施設の未普及人口は約 1,200 万人となっている．	
(2) 汚水衛生処理率 
	 汚水処理人口普及率以前より自治省の統計「公共施設状況調書」として汚水
衛生処理率が公表されている 5)．	
汚水処理人口普及率との違いは，汚水処理人口普及率では整備済区域内に居
住している人口を汚水処理普及人口としてすべて計上しているのに対し，汚水
衛生処理率では下水道等に接続していない人口（以下「未接続人口」という．）
と生活雑排水を処理しない単独処理浄化槽を設置している人口を除いて汚水衛
生処理人口を計上する点にある．	
	 2015 年度（平成 27 年度）の全国の汚水衛生処理率は 85.1％であり，汚水処
理人口普及率 89.5%との差 5%，人口 600 万人強は，集合処理施設が整備されて
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いるにもかかわらず利用していない人口であり，公共用水域への生活排水の汚
濁負荷削減のためには，生活排水処理施設の整備による未普及人口の解消とと
もに，整備した生活排水処理施設がきちんと活用されることが必要と考える．	
(3) 水洗化率 
家庭排水のうち，し尿の処理については汚水処理人口普及率が策定される以
前より厚生省の統計「日本の廃棄物」として整備されており，環境省（以前は
厚生省）がとりまとめている一般廃棄物処理事業実態調査結果に引き継がれて
いる．し尿の処理方法別の人口が公表されており，市町村によるし尿の計画収
集人口と自家処理人口の合計を非水洗化人口とし，公共下水道や浄化槽（合併
浄化槽および単独処理浄化槽）により便所が水洗化されている人口を水洗化人
口とし，その内訳が市町村毎に公表されている 6)．	
(4) 汚水処理人口普及率，汚水衛生処理率および水洗化率の関係 
汚水処理人口普及率，汚水衛生処理率および水洗化率の推移と相互の関係を
図 3.1）に示す．	
	
一番小さな値を示しているのが汚水衛生処理率（点線）で，実際に生活排水
が処理されている人口を示す．100％より汚水衛生処理率を減じた値が生活排水
処理の「未処理率」となり，公共用水域への汚濁負荷削減の観点からは未処理
40% 
60% 
80% 
100% 
1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012 2014
図3.1汚水処理人口普及率，汚水衛生処理率および水洗化率の推移
汚水処理人口普及率3)，汚水衛生処理率5)，水洗化率6)のデータを用いて作成
水洗化率
汚水処理人口普及率
汚水衛生処理率
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の解消が重要となる．中央の実線が汚水処理人口普及率であり，汚水衛生処理
率に集合処理区域内に居住しながら配管が未接続である「未利用」人口の割合
が上乗せされた値になっている．100％より汚水処理人口普及率を減じたものが
生活排水処理施設の未普及率に相当する．一番大きな値を示すのが水洗化率（破
線）であり，汚水衛生処理率に単独処理浄化槽でし尿処理のみを行っている人
口が加わっている．2014 年度を例にとれば，水洗化率は 94％であるが，単独処
理浄化槽で水洗化している割合 9％を除いた 85％が生活排水を処理している汚
水衛生処理率になる．また，汚水処理人口普及率は 89％だが，一部未利用があ
るために汚水衛生処理率は 4％低い．これまで水洗化の向上のために水洗化率，
生活排水処理施設の整備目標として汚水処理人口普及率が用いられるなど目的
に応じて各種指標が用いられてきたが，生活排水による公共用水域への負荷の
観点からは汚水衛生処理率の向上が重要であり，そのためには未普及や非水洗
化の解消を目指すとともに未利用の解消，単独処理浄化槽の利用解消を目指す
ことが重要である．	
 
3.3  未処理問題の定量化の方法の構築 
	 前述の既存指標を用いて未普及人口，未利用人口，未処理人口を算定する方
法を構築するため，まずこれら指標の相互の関係を図 3.2 に整理した．  
汚水処理人口普及率，汚水衛生処理率，水洗化率いずれの指標も行政区域内
の人口をベースにしたものである．赤色の点線で示している外枠全体が，行政
区域内人口を示す．行政区域内の居住者のうち，下水道，コミュニティ・プラ
ントおよび農業集落排水施設等の集合処理がすでに供用されている処理区域内
の居住者と集合処理区域外の居住者に区分する．将来的に集合処理の供用が計
画されているものの供用に至っていない地区は処理区域外に含まれる．集合処
理区域内の居住者のうち集合処理施設を実際に利用している者の人口を（A），
集合処理を利用せずに合併処理浄化槽を利用している者の人口を（B1），単独
処理浄化槽を利用している者の人口を（C1），その他の非水洗化人口を（D1）
とする．また，集合処理区域外で合併処理浄化槽を利用している者の人口を（B2），
単独処理浄化槽を利用している者の人口を（C2），その他の非水洗化の者の人
口を（D2）とする．	
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汚水処理人口普及率のベースとなる汚水処理普及人口は（A+B1+C1+D1）+B2 で
あり，汚水衛生処理率のベースとなる汚水衛生処理人口は（A+B1）+B2 であり，
水洗化人口は（A+B1+C1）+（B2+C2）となる． 
	
	
	
 
 
3.3.1 未処理問題の定量化の方法 
(1) 未普及率 
	 生活排水処理施設が未だに整備されていないのは，集合処理区域外かつ合併
処理浄化槽を利用していない人口，すなわち集合処理区域外の単独処理浄化槽
利用人口（C2）と非水洗化人口（D2）の和であり，両者の合計（C2+D2）を「未
普及人口」，行政区域内人口に占める未普及人口の割合を「未普及率」と定義
する．未普及率は，100％から汚水処理人口普及率を減じた値でもある．	
(2) 未利用率 
	 集合処理区域内の居住人口がすべて生活排水を処理しているわけでなく，集
合処理区域内で単独処理浄化槽を利用している人口（C1）と非水洗化の人口（D1）
は集合処理施設を利用しておらず，生活排水の処理も行っていない．そこで
（C1+D1）を「未利用（狭義）」と定義し，生活排水の処理は行っているが集合
処理施設を利用していない人口（B1）を加えた（B1+C1+D1）を「未利用人口（広
分子 分母 A B1 C1 D1 B2 C2 D2
汚水処理人口普及率（％）1)
集合処理区域内の居住人口+集合区
域外で合併処理浄化槽を使用してい
る人口
○ ○ ○ ○ ○
汚水処理衛生処理率（％）2) 実際に汚水を処理している人口 ○ ○ ○
水洗化率（％） 3) 便所が水洗化されている人口 ○ ○ ○ ○ ○
行政区域
内人口
図 3.2 汚水処理人口普及率，汚水衛生処理率，水洗化率の関係 
1)汚水処理人口普及率 3)，2)汚水衛生処理率 5)，3)水洗化率 6) 
非水洗化 （Ｄ2） 
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義）」とし，各々行政区域内人口に占める割合を「未利用率（狭義）」「未利
用率（広義）」と定義する．また，「未利用人口（広義）」（B1+C1+D1）は，
集合処理区域においての管路に接続していない人口であり，「未接続人口」と
も定義できる．	
未利用人口（狭義）は，汚水処理普及人口（A+B1+C1+D1）から汚水衛生処理人
口（A+B1）を減じて求めることができるが，市町村ごとの汚水衛生処理人口が
公表されていない．一方，未利用人口（広義）（=未接続人口）（B1+C1+D1）に
関しては，地方公営企業年鑑の個票を用い，公共下水道，農業集落排水施設等
の事業ごとの，現在処理区域内人口（A+B1+C1+D1）と各事業の処理人口(A)の差
から当該事業に係る未利用人口（B1+C1+D1）を求め，その合計から当該市町村
の未利用人口を求めることができる．	
(3) 未処理率 
現在，汚水処理人口普及率の向上，未普及の解消に向けて各省の施策が講じ
られているが，公共用水域の水質保全の観点から最も重要なのは未処理の解消
である．生活排水処理を行っていない人口は，未普及人口（C2+D2）と未利用人
口（C1+D1）であり，両者の合計（C1+C2+D1+D2）を「未処理人口」と定義し，
行政区域内人口に占める割合を「未処理率」と定義する．	
未処理人口は，行政区域内人口（A+B1+C1+D1+B2+C2+D2）から汚水衛生処理人
口（A+B1+B2）を減じて求めることができるほか，一般廃棄物処理事業実態調査
結果の非水洗化人口（D1+D2）と単独処理浄化槽利用人口（C1+C2）の和からも
求められる．	
 
3.3.2 未処理人口の算定結果 
 平成 27 年度の汚水処理人口普及率，汚水衛生処理率，水洗化率のデータを用
い，図 3.2 の A，B1，B2，C1，C2，D1，D2 の人口を算定する．	
	 表 3.1 は，汚水処理人口普及率，汚水衛生処理率，水洗化率のデータをまと
めて表にしたものである．例えば下水道の欄をみると，汚水処理人口普及率で
は下水道処理区域内人口が 99,275 千人であり，汚水衛生処理率からは全国で下
水道により生活排水を処理している人口が 93,542 千人であることがわかる．こ
の差の 5,715 千人が下水道施設を利用できる状態になっているにもかかわらず
37 
利用していない下水道にかかる「未利用」人口であり，未接続率は 5.8％である
ことがわかる．同様に農業集落排水施設等に係る未利用人口は 526 千人，未接
続率は 14.7%，コミュニティ・プラントに係る未利用人口は 12 千人，未接続率
は 5.2％となる．これらの人口を合計すると未利用人口（広義）（図 3.2 の
（B1+C1+D1）を求めることができる．	
表 3.1 汚水処理人口普及率，汚水衛生処理率，水洗化率のデータ 
（平成 27 年度末） （千人） 
出典：1)汚水処理人口普及率 3) ，2)汚水衛生処理率 5)，3)一般廃棄物処理実態調査 6) 
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合併処理浄化槽に関しては，汚水衛生処理率にかかる数値のほうが汚水処理
人口普及率にかかる数値より大きいが，これは，汚水処理人口普及率では集合
処理区域内の人口がすべて集合処理でカウントされるのに対し，汚水衛生処理
率では集合処理区域内外にかかわらず合併処理浄化槽を利用している人口をカ
ウントしているためと考えられる．すなわち両者の差 553 千人は集合処理区域
内で合併処理浄化槽を利用している人口であり，図 3.2 の B1 に相当し，合併処
理浄化槽利用人口の 4.5％に及ぶ．これまで集合処理区域の拡張に伴い耐用年
数前に廃止される合併処理浄化槽に対する住民の不満や，集合処理区域内に編
入されながら接続されないことにより市町村の集合処理事業経営への影響等の
問題が指摘されながら，その全国の実態は明らかにされてこなかった．しかし，
複数の統計資料を組み合わせることにより合併処理浄化槽処理人口全体の
4.5％が集合処理区域内で浄化槽を利用していることを初めて明らかすること
ができた．	
さらに，先に求めた未利用人口（広義）から B1 を差し引くと未利用人口（狭
義）（C1+D1）を求めることができる．また，さらに単独処理浄化槽処理人口（C1+C2）
と非水洗化人口（D1+D2）は一般廃棄物処理実態調査結果から集合処理区域内外
の合計が市町村ごとに求められる．単独処理浄化槽利用人口と非水洗化人口の
比は集合処理区域内外で変わらないものと仮定すると，この比で未利用人口（狭
義）（C1+D1）を集合処理区域内の単独処理浄化槽人口（C1）と非水洗化人口（D1）
に分離することができる．	
これらの結果を図 3.3 に整理した．	
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汚水処理人口普及率では，未普及人口（C2+D2）が 1,300 万人いることがわか
るが，本解析結果からその内訳である単独処理浄化槽利用人口 792 万人と非水
洗化人口 507 万人を明らかにした．また，未利用人口（狭義）も 570 万人いる
ことがわかり，実際に生活排水を処理していない人口は未普及人口に未利用人
口を加えた 1,900 万人であることが分かり，未処理の解消のためには汚水処理
人口普及率の向上だけでなく未利用の解消が重要であることを明らかにした．	
ところで，３つの統計は別々の目的，方法で作成されていることから，これ
らを組み合わせて利用することの妥当性を検証するため，①未処理人口
（C1+D1+C2+D2）が未普及人口(C2+D2)と未利用人口（広義）(B1+C1+D1)の合計
であり，また②非水洗化人口（D1+D2）と単独処理浄化槽処理人口(C1+C2)の合
計でもあることから，市町村ごとに２つの方法で未処理人口を求め，両者の関
係を比較した（図 3.4）．	
厳密には①の方法で求めた未処理人口は②の方法よりも B1，すなわち集合処
理区域内で集合処理施設に接続せず合併浄化槽を使用している人口分の差が生
じるが，図 3.4 に示すように２つのアプローチの相関は高く，ほぼ妥当な計算
結果であると考える．	
【単位：万人】 
集合処理区域内 
（A）   【9，681】 （内訳） 
下水道（9，354）  
農集排等（308） 
コミプラ（22） 
（Ｂ1） 
【55】 
（Ｄ1） 
【220】 
（Ｃ1） 
【350】 
合併処理浄化槽 
（Ｂ2） 【1167】 
行政区域 
非水洗化 
（Ｄ2） 【507】 
単独処理浄化
槽 （Ｃ2） 【792】 未普
及 
未
利
用 
図 3.3 各種指標からみる生活排水処理施設未利用，未普及の現状 
（平成 27 年度） 
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3.4 生活排水処理施設の未普及の課題 
3.4.1 全国の特徴 
	 先の定量化方法により平成 27 年度の全国の生活排水処理の内訳を整理し，平
成 10 年度の状況と比較したものを図 3.5 に示した．	
	
	
	
	 左側の円グラフが行政区域内人口全体で，青色で塗られた部分が集合処理区
域内人口，白塗りの部分が集合処理区域外人口である．右側の小さな円グラフ
は集合処理区域外の処理の内訳を示している．左側の円グラフを見ると平成 10
図 3.5 全国の生活排水処理の内訳（平成 10 年，平成 27 年） 
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年には 7,751 万人であった集合処理区域内人口が，平成 27 年度には 2,254 万
人増加して 10,305 万人となり．総人口に占める割合も 60％から 81％に向上し
ている．右側の円グラフは処理区域外の処理の内訳であり，合併処理浄化槽（青）
が処理区域外の汚水処理普及人口であり，集合処理区域内人口との和が汚水処
理人口普及率のベースとなる汚水処理普及人口である．集合処理区域外の合併
処理浄化槽処理人口は，平成 10 年度には 816 万人であったものが平成 27 年度
には 1,167 万人と 351 万人増加しており，集合処理区域外の人口に占める合併
処理浄化槽処理割合は 16％から 47％に向上している．集合処理区域外の人口に
占める合併処理浄化槽処理人口の割合が小さいうちは，集合処理区域の拡張に
伴って廃止される合併処理浄化槽の基数は小さいが，その割合が大きくなるに
つれ，廃止される合併処理浄化槽の基数が多くなる．汚水処理普及人口の観点
から見ると集合処理区域の拡大に伴って増加する汚水処理普及人口は非水洗化
人口と単独処理浄化槽処理人口の部分であり，合併処理浄化槽処理人口の部分
は生活排水の処理方法が合併処理浄化槽から集合処理にかわる，もしくは集合
処理施設へ接続せずに集合処理区域内の合併処理浄化槽処理人口（B１）となる．
すなわち，集合処理区域外の合併処理浄化槽処理人口が 16％であった平成 10
年には，集合処理の拡張によって新たに集合処理区域内に編入された人口のう
ち合併処理浄化槽処理人口以外の 84％の汚水処理普及人口が増加したが，平成
27 年度には処理区域外の合併処理浄化槽処理率が 47％になっているため，集合
処理区域の拡張に伴う汚水処理普及人口の増加は拡張された区域の人口の
53％に過ぎない．	
集合処理区域外の人口に占める分散処理人口の割合の推移を図 3.6 に示す．	
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3.4.2 市町村の規模別の特徴 
（1）生活排水処理の普及率の現状 
平成 29 年 8 月に，環境省，国土交通省および農林水産省が平成 28 年度末の
全国の汚水処理人口普及率を発表した 3)．都市規模別汚水処理人口普及率は，
全国では 90.4％に対し，人口 100 万人以上の市町村では 99.6％であり，5 万人
未満の市町村では 78.3％と 2 割強が未普及となっている．内訳は，人口規模 100
万人以上の市町村では下水道による普及人口が 99．2％とほぼ 100％を占めるの
に対し，人口規模が小さくなるほど農業集落排水施設等や浄化槽による普及割
合が増加し，人口規模 5 万人未満の市町村では，下水道が 50.2％，農業集落排
水施設等 8.2%，浄化槽 19.5%となっている．	
（2）生活排水処理の未普及率の推移 
	 人口規模区分別の生活排水処理施設の未普及率の推移を図 3.7 に示す．人口
規模が小さな市町村ほど未普及率は大きく，2000 年度には 100 万人以上の市町
村が１％に対し 5 万人未満の市町村では 55％であった．しかし，2015 年度には
23％まで低下し，とくに 2000 年から 2005 年にかけて未普及率が大幅に解消し
た．	
	なお，2003 年から 2005 年にかけての市町村数の変化を図 3.8 に整理した．1
〜3 万人以下の区分で市町村数が大幅に減少している．この 2000 年から 2005
年にかけての人口 5 万人以下の市町村数における未普及の改善には市町村の合
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図3.6 集合処理区域外人口に占める
分散処理人口の割合の推移
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併によるものも含まれた数字であることに留意する必要がある．逆に，人口 5
〜10，10〜30 万人の区分における未普及の問題は，もともと未普及率が高かっ
た小規模の町村との合併の結果により複雑化している可能性がある．	
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図3.8 市町村数の変化
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(3) 市町村の人口規模と生活排水処理方法 
	 市町村の人口規模区分ごとの生活排水処理施設の普及状況を詳細に検討する
こととし，下水道，農業集落排水施設等の集合処理，合併処理浄化槽による分
散処理，汚水処理施設の整備されていない未普及に区分し，集合処理について
はさらに処理区域内の人口密度により 60 人/ha 以上，40〜60 人/ha，20〜40 人
/ha，20 人/ha 未満に細分し，その人口割合を図 3.9 に示す．	
	
	 人口規模 100 万人以上の区分では，人口の 99％が集合処理施設の処理区域内
に居住しており，いずれも処理区域内の人口密度は 60 人/ha 以上である．それ
以下の人口規模区分では集合処理，分散処理，未普及が混在しており，市町村
の人口規模が小さくなるほど分散処理や未普及の人口割合が増加するとともに，
集合処理については処理区域内の人口密度が小さい集合処理の区分が増大して
いる．	
（4）市町村の人口の集中と生活排水処理方法 
市町村の生活排水処理施設の普及を考えるうえで，市町村の人口規模は重要
な要素であるが，先に整理したように市町村の合併の問題もあり，それだけで
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図3.9 市町村の人口規模別の生活排水処理方法（平成26年度末）
地方公営企業年鑑8)のデータを用いて用いて作成
60人/ha以上 40-60人/ha 20-40人/ha 20人/ha未満 分散処理 未普及
  46 
は解析が不十分と考えた．下水道等の集合処理を効率的に進めるうえで人口の
集中度合が重要な要素となるため，市町村の人口規模と可住地人口密度の関係
を図 3.10 に整理した．横軸に可住地人口密度，縦軸に市町村の汚水処理人口普
及率を取り，人口 10 万人以上の市町村は青丸，10 万人未満の市町村は赤丸で
示した．	
	
可住地人口密度とは，行政区域内人口を行政区域内の可住地面積（総面積よ
り林野面積と主要湖沼面積を差し引いたもの）で除したものであり，市町村ご
との可住地面積は国勢調査により明らかにされている．人口規模 100 万人を超
える市町村の可住地人口密度は 76 人/ha であり，30〜100 万人規模の市町村の
26 人/ha，10〜30 万人規模の市町村の 14 人/ha，5〜10 万人規模の市町村の 8
人/ha と比較して極めて大きい．可住地人口密度が 60 人/ha を超える市町村で
は概ね未普及が解消している．可住地人口密度が 60 人以上で未普及率の比較的
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図3.10 市町村の可住地人口密度と未普及率
汚水処理人口普及率4)，統計で見る市町村のすがた7)より作成（可住地人口密度は
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高い市町村を調べると大阪府，千葉県および埼玉県の近郊住宅地の市町村であ
り，いずれも単独処理浄化槽処理率が高くなっている．	
	 人口集中度合に関連した指標としては人口規模，可住地人口密度のほかに，
市町村の人口に占める人口集中地区（DID）人口の割合が考えられる．北海道の
中核市町村のように都市の中心部は人口密度が高く，周辺にいくと急に人口密
度が低い市町村では可住地人口密度は低いものの市町村の人口に占める DID 人
口の割合が大きいという状況が生ずる．そこで市町村の可住地人口密度区分ご
との平均人口および市町村人口に占めるDID人口について整理した（図3.11）．
また，参考のために宮城県内の市町村の人口と可住地人口密度を整理した（表
3.2）．	
	 棒グラフが平均人口である．可住地人口密度が 0〜5 人/ha の区分は人口では
平均人口 2 万人である，可住地人口密度が大きくなるにしたがい平均人口も大
きくなり，可住地人口密度が 100 人/ha では 98 万人となっている．市町村の人
口に占める DID 人口の割合には折れ線グラフで示したが，人口に占める DID 人
口の割合も可住地人口密度が大きくなるにしたがい大きくなり，10〜20 人/ha
で 50％を超え，40〜60 人/ha 区分では 90％を超え，60 人/ha を超えると 97％
以上が市街化区域に居住している．	
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表 3.2 宮城県内の市町村の人口と可住地人口密度 
  可住地人口密度 5 未満 
（人/ha） 
5～10 
（人/ha） 
10～20 
（人/ha） 
20～30 
（人/ha） 
30～40 
（人/ha） 人口   
100 万人以上         仙台市 
30～100          
10～30 大崎市 石巻市      
3～10 
登米市 
白石市 
角田町 
気仙沼市 
東 松 島 町
亘理町 
名取市 
富谷町 
柴田町 
  
多賀城市 
塩竃市 
3 未満 
その他の町
村 
松島町 
女川町 
利府町 
大河原町 
    
	 このように市町村の可住地人口密度が，人口および人口に占める DID 人口の
割合，その他共同住宅世帯の割合とも関連が深いことから，市町村の可住地人
口密度区分ごとの生活排水処理の方法を整理した（図 3.12）．図 3.12 では可
住地人口密度区分ごとの未普及，集合処理による普及および分散処理による普
及を示している．可住地人口密度が 60 人/ha 以上の市町村では未普及が概ね解
消し，処理方法としてはほとんどが集合処理である．	
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図3.12 可住地人口区分ごとの汚水処理方法
汚水処理人口普及率3)，統計でみる市区町村のすがた7)をもとに作成
集合処理
分散処理
未普及
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3.4.3 可住地人口密度が高い（40 人/ha 以上）市町村の未普及の特徴 
	 これまで各種指標を用いて人口の集中度合が大きいほど未普及が解消される
傾向があることを明らかにした．しかし，個々の市町村についてみるとばらつ
きがあり，可住地人口密度が大きいのにもかかわらず未普及が解消していない
市町村が見受けられる．それらの市町村について原因を解析することとした．	
未普及率＝未処理率-未利用率	 																														（3.1）	
未処理率＝非水洗化率＋単独処理浄化槽処理率																		(3.2)	
これより，	
	 未普及率＝単独処理浄化槽処理率＋非水洗化率－未利用率								(3.3)	
の関係があり，未普及率が大きな市町村では，他の市町村と比較して単独処理
浄化槽処理率または非水洗化率が大きいか，未利用率が小さいこととなる．	
可住地人口の大きい市町村では非水洗化はいずれの市町村も小さく，可住地
人口密度が 60 人/ha 以上で 0.3％，40〜60 人/ha の市町村で 1.0％と小さくな
っている．可住地人口密度の大きな市町村では未利用率も低く，60 人/ha 以上
で 1.2％，40〜60 人/ha で 3.1％となっているため，特に単独処理浄化槽処理率
に着目して検討を進めた．	
可住地人口密度が 60 人/ha 以上の市町村で平成 26 年度末の汚水処理人口普
及率が全国平均（89.5％）に満たないのは，人口が大きい順に千葉県船橋市，
千葉県市川市，大阪府八尾市の都市部の 3 市のみであり，これらの市では単独
処理浄化槽処理率が全国平均の 9.1％より高く，各々18.4％，18.8％，13.3％と
なっている．同様に人口 10 万人以上，可住地人口密度 40〜60 人/ha の区分に
おいて汚水処理人口普及率が全国平均以下の市は，埼玉県越谷市，上尾市およ
び三郷市，大阪府羽曳野市および千葉県鎌ケ谷市の５市であり，単独処理浄化
槽の普及率は各々14.1％，22.7％，25.9％，21.5％と高くなっている．さらに
人口 10 万人未満，可住地人口密度 40 人/ha 以上の市町村のうち汚水処理人口
普及率が全国平均に満たないのは，埼玉県八潮市（単独処理浄化槽処理率
15.0%），愛知県尾張旭市（19.7％），北名古屋市(23.3％)，知立市（32.5％），
大治町(34.9％)，岩倉市(28.2％)，奈良県大和高田市(33.9％)，神奈川県葉山
町（22.3%）である．人口３万人以上，可住地人口密度が 40 人/ha 以上の市は，
これら 16 市を含めて 123 市，行政区域内人口の合計は 5,054 万人である．前述
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の 16 市を除けば単独処理浄化槽処理率が 10％を超えるのは６市，最高でも
13.7％，平均が 1.7％に対して汚水処理人口普及率が全国平均より低い 16 市で
は 19.0％と著しく高くなっており，未処理人口に占める単独浄化槽人口の割合
も 90.3％と汚水処理人口普及率が全国平均以上のグループの 79.6％と比べて
10％以上大きなものとなっている．単独処理浄化槽処理率を含めた生活排水汚
あ水処理の状況を，汚水処理人口普及率が全国平均より低い 16 市と残りの 107
市で比較した（表 3.3）．	
各々平均人口が 17 万人，45 万人となっているが，集合処理の一人当たりの
管路延長，処理区域内人口密度は，いずれも人口 100 万人の市町村にほぼ匹敵
し，汚水処理人口普及率が低いグループでは，集合処理人口普及率が低いこと
と集合処理の接続率が低いことが特徴である．可住地人口密度が高く集合処理
を効率的に整備できる条件にも関わらず未処理が解消されていないのは，単独
処理普及率が高いことが影響しているものと考えられる．これらの 16 市はいず
れも首都圏，近畿圏中部圏の周辺都市であり，人口急増した時期に下水道の整
備が間に合わなかったことなどが考えられる．	 	
表 3.3 可住地人口密度が 40 人/ha 以上，人口 3 万人以上の市町村の生活排
水処理の状況 
	
 
3.4.4 可住地人口密度が低い（40 人/ha 以下）市町村の未普及の特徴 
	 可住地人口密度区分ごとの分散処理人口普及率を白色の棒グラフで，集合処
理区域外の人口に占める分散処理人口を黒色の棒グラフで示した（図 3.13）．	
	 分散処理人口普及率は可住地人口密度が小さいほど大きいが，集合処理区域
外人口に占める分散処理人口の割合は市町村の可住地人口密度にかかわらず
人口 平均
管路
延長
(m /人）
汚水処理人口普及率が
全国平均(89.5% )未満
16 279 17 84.8% 74.3% 10.6% 21.0% 2.0% 19.0% 2.8 90.9%
汚水処理人口普及率が
全国平均(89.5% )以上
107 4,775 45 98.9% 97.8% 1.0% 2.2% 0.4% 1.7% 2.4 98.6%
市町村 汚水処理人口普及率 未処理 集合処理
数 集合 分散 非水洗
単独処理
浄化槽
接続率
（万人）
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40 数％でほぼ一定である（図 3.14）．人口規模で整理しても同様で，集合処理
区域外の分散処理人口の割合は人口規模によらずほぼ一定である．	
	 可住地人口密度が小さな市町村で未普及を概ね解消している市町村の状況を
さらに詳細に把握するため，人口３万人未満，可住地人口密度５人/ha 未満，	
DID 人口=0 を満たす 650 市町村（人口合計 686 万人）を対象に未普及率と集合
処理区域外の分散処理の割合（図 3.15）を整理した．	
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汚水処理人口普及率3)，統計でみる市区町村のすがた7)，地方公営企業年
鑑8)を基に作成
行政処理区域内人口に占める割合
集合処理区域外人口に占める割合
分
散
処
理
の
割
合
 
0% 
7% 
9% 
15% 
19% 
38% 
48% 46% 47% 46% 
0% 
10% 
20% 
30% 
40% 
50% 
60% 
0% 
5% 
10% 
15% 
20% 
100以上 30〜100 10〜30 5〜10 5未満 集
合
処
理
区
域
外
の
分
散
処
理
割
合
分
散
処
理
人
口
普
及
率
市町村の人口（万人）
図3.14 市町村の人口区分ごとの分散処理状況
汚水処理人口普及率3)を基に作成
市町村人口に対する割合
集合処理区域外理人口に対する割合
  52 
 	
集合処理区域外人口に占める分散処理人口の割合は，未普及率が低い区分ほ
ど大きく，未普及率が 1％未満の区分では 93％となっている．このことからも
可住地人口密度が小さな市町村で未普及を解消するためには，分散処理の普及
率を向上させることが重要と考えられる．	
	
3.4.5 未普及が概ね解消している都道府県の特徴 
	 市町村の解析において，可住地人口密度が高いにも関わらず集合処理人口普
及率が低く，単独処理浄化槽が高い市町村が千葉県，埼玉県，愛知県等に集中
していることから，都道府県についても市町村と同様に可住地人口密度と汚水
処理理人口普及率の関係を整理した（図 3.16）．	
	2015 年度末(平成 27 年度末)の都道府県別の汚水処理人口普及率をみると，
95%を超えているのは①東京都（99.7），②兵庫県（98.7），③滋賀県（98.5），
④神奈川県（97.9），⑤京都府（97.6），⑥長野県(97.4)，⑦大阪府（97.3），
⑧富山県（96.1），⑨北海道（95.0）の 9 都道府県である．これら 9 都道府県
および全国の汚水処理人口普及率の推移を図 3.17 に示し，未普及が概ね解消さ
れている都道府県の特徴を整理する．	
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図 3.17 未普及が概ね解消した都道府県の汚水処理人口普及率の推移 
汚水処理人口普及率 3)を基に作成 
	
(1) 東京都・神奈川県・大阪府 
	 東京都，神奈川県および大阪府は，2000 年度以前より汚水処理人口普及率が
80％を超えており，2000 年台前半までに概ね 90％を達成し，2010 年頃までに
未普及をほぼ解消している．		
	 人口集中度合に関連して都道府県毎の行政区域内人口，総人口を市町村数で
除した市町村当たりの平均人口，総人口を可住地面積で除した可住地人口密度，
人口集中地区人口を総人口で除したものを比較する（表 3.4）．	
東京都，大阪府および神奈川県はいずれの指標についても上位を占めており，
特に可住地人口密度は，東京都が 93 人/ha，大阪府，神奈川県も各々67，62 人
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/ha と 30〜100 万人市町村の 26 人/ha を大きく上回り 100 万人以上の市町村の
76 人/ha にほぼ匹敵する．	
	 これらのことより，東京都，大阪府，神奈川県においては，行政区域の多く
の部分が集合処理を効率的に行う条件に合致したために，早期に集合処理によ
る汚水処理施設の整備が進んだものと考えられる．	
	
表 3.4 人口集中度合に関連した各種指標の都道府県順位	
	
汚水処理人口普及率	
（％）	
人	 	 口	
（万人）	
市町村平均人口	
（万人）	
可住地人口密度	
（人/ha)	
ＤＩＤ／総人口	
（％）	
1	 東京都	 99.7	 東京都	 1,334	東京都	 33.3	 東京都	 92.5	 東京都	 98.0	
2	 兵庫県	 98.6	 神奈川県	 912	神奈川県	 27.6	 大阪府	 67.1	 兵庫県	 96.7	
3	 滋賀県	 98.3	 大阪府	 886	大阪府	 20.6	 神奈川県	 62.2	 大阪府	 95.8	
4	 神奈川県	 97.8	 愛知県	 747	愛知県	 13.8	 埼玉県	 27.9	 神奈川県	 94.2	
5	 京都府	 97.2	 埼玉県	 732	兵庫県	 13.7	 愛知県	 25.2	 京都府	 83.0	
6	 長野県	 97.1	 千葉県	 625	広島県	 12.4	 京都府	 21.9	 愛知県	 75.9	
7	 大阪府	 97.0	 兵庫県	 560	埼玉県	 11.6	 兵庫県	 20.2	 北海道	 74.0	
8	 富山県	 96.0	 北海道	 541	千葉県	 11.6	 千葉県	 17.7	 千葉県	 72.9	
9	 北海道	 94.7	 福岡県	 506	静岡県	 10.7	 福岡県	 17.7	 埼玉県	 71.9	
10	福井県	 93.4	 静岡県	 375	京都府	 9.9	 奈良県	 14.8	 福岡県	 70.9	
	
	
	
	
  56 
(2) 京都府・兵庫県	 	
	 京都府，兵庫県も可住地人口密度が 20 人/ha 程度と比較的大きいことが，集
合処理が早期に進んだ一因と考えられるが，可住地人口密度が同程度の埼玉県，
愛知県，千葉県などでは京都府，兵庫県と比較して汚水処理人口普及率が低い
ため，異なる要因も関連していることが推察される．	
(3) 滋賀県・長野県・富山県 
滋賀県，長野県，富山県は，1995 年頃から 2000 年頃にかけて急激に汚水処
理人口普及率が向上している（図 3.17）．人口，可住地人口密度，人口集中地
区人口の総人口に占める割合のいずれも他の都道府県と比較して大きくなく，
下水道処理人口普及率も 2000 年頃までは全国平均を下回っていたが，1990 年
代終盤から下水道人口普及率が急速に向上し，汚水処理人口普及率が 100%近く
まで達している．一方で集合処理区域内の人口密度は滋賀県，長野県，富山県
が各々35，28，33 人/ha と兵庫県，京都府の半分程度，東京都，神奈川県，大
阪府の 1/3 程度である（図 3.18）．		
	
	 また，汚水処理人口普及率と汚水衛生処理率の差，すなわち生活排水処理施
設が整備されても利用されていない割合である未利用率は，東京都，神奈川県
および大阪府は 2000 年頃より 5％以下で漸減しているのに対し，滋賀県，長野
県，富山県は，下水道等の整備が急速に進められていた 2000 年度前後には 15％
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程度と高い値を示しており，その後徐々に低下し，現在では 7〜9％程度となっ
ている（図 3.19）．	
	
このことは一部の利用者において，供用開始から利用までのタイムラグが生
じた結果であり，下水道法では供用開始後３年以内に接続を義務付けられてい
るものの家屋の新築やリフォームのタイミング等もあり，そのずれが未利用の
一因になっているものと考える．	
	 合併処理浄化槽人口普及率を図 3.20 に示す．下水道の整備が早い時期から進
んでいる東京都，神奈川県，大阪府，兵庫県などはほぼ横ばいであり，滋賀県，
長野県は，近年合併処理浄化槽普及率が低下している．集合施設の急速な整備
に伴い，1990 年頃から整備が本格化した合併処理浄化槽が耐用年数を待たずに
廃止されたものと考えられる．	
(4) 北海道 
	 北海道に関しては，可住地人口密度は他の都府県と比較して低いものの，総
人口に占める人口集中地区人口の割合（DID 人口）が 74.0％と東京都（98.0％），
大阪府（95.8％），神奈川県（94.2％），京都府（83.0％），兵庫県（76.8％），
愛知県（75.9％）に次いで高いこと，すなわち札幌市や旭川市などの都市中心
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図3.19 都道府県の未利用率の推移
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部に人口が集中していることが集合処理の割合が早くから高かった一因と考え
られる．	
 
 
3.4.6 可住地人口密度が比較的高いものの未普及が解消していない県の特徴 
	 人口 100 万人以上の市町村や，東京都，神奈川県，大阪府では，他の地方自
治体より人口が集中しており，すでに集合処理を中心に生活排水処理施設の整
備が進み，未普及が概ね解消している．それより人口の集中度合が小さな県で
も分散処理の普及と合わせて汚水処理が概ね 100％になっている都道府県があ
る一方，早くから都市化が進んでいるのに未普及が残されている地域がある．
それらの地域について原因を解析した．	
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図3.20 合併処理浄化槽処理人口普及率の推移
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	 千葉県，埼玉県および愛知県は，兵庫県や京都府と比較し，人口，市町村平
均人口，可住地人口密度が同程度またはそれ以上であるのに対し，平成 27 年度
末の汚水処理人口普及率は千葉県 86.6%，埼玉県 90.6％，愛知県 89.1％と全国
平均 89.9％と同程度またはそれ以下となっており，兵庫県(98.7%)，京都府
(97.6%)と比べて小さい．一方で水洗化率については，千葉県，埼玉県および愛
知県は，東京都，神奈川県よりは低いものの，大阪府，兵庫県とほぼ同程度で
推移し，京都府より高く，近年は概ね 100％になっている．愛知県，千葉県，埼
玉県では単独浄化槽により水洗化が達成されている比率が兵庫県，京都府等と
比べて高いことがその原因と考えられる(図 3.21)．	
	
	
次に浄化槽（単独処理浄化槽，合併処理浄化槽）および農業集落排水等でし
尿を処理している人口の割合（以下「浄化槽等処理率」という）の推移を兵庫
県，京都府，東京都および神奈川県のものと比較した（図 3.22）．	
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図3.21 単独処理浄化槽処理率の推移
一般廃棄物処理実態調査結果6)を基に作成
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1975 年の時点の浄化槽等処理率は 11〜35％であり，その後いずれも上昇し，
神奈川県，兵庫県，京都府および東京都は 1980 年の 43%，24%，20%，18%をピー
クに 1985 年以降下水道の普及に伴い急速に減少し，2014 年度には兵庫県 7％，
京都府 6%，神奈川県 5％および東京都 1％まで減少している．埼玉県および千
葉県はそれより 5 年後の 1985 年に各々45%，43%をピークに，愛知県はさらに
10 年後の 1995 年をピークの 43%，2000 年には 41%となり，その後ゆるやかな減
少に転じ，2014 年度には千葉県 29%（うち単独処理浄化槽 14.5％），愛知県 27％
（うち単独処理浄化槽 13.1%），埼玉県 22％（うち単独処理浄化槽 10.4％）と
いずれも全国平均の 21%より大きな値となっている．2001 年（平成 13 年）に単
独処理浄化槽の新設が禁止される以前の 1990 年代より下水道の拡張等により
単独処理浄化槽を含む浄化槽等による処理率が低下しはじめているが，千葉県，
埼玉県および愛知県は，神奈川県，兵庫県，京都府および東京都より浄化槽等
による処理率のピークを迎える時期が遅く，そのピークが 40％超と大きかった．	
千葉県，埼玉県および愛知県について，汚水処理人口普及率の内訳（図 3.23），
集合処理の供用開始時期（図 3.24）を兵庫県および京都府と比較した．	
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図3.22 浄化槽等処理率の推移
一般廃棄物処理実態調査結果6)を基に作成
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供用開始時期はいずれも兵庫県，京都府より遅く，特に愛知県では現在の処
理区域内人口で半数以上が 1985 年以降の供用開始と集合処理施設の供用開始
が遅い市町村が多くなっており，1970 年代から 1980 年代の人口急増時の便所
の水洗化需要に対応するため，単独処理浄化槽の整備が進んだものと考える．	 	
千葉県，埼玉県は可住地人口密度でみると兵庫県および京都府と同程度にあ
るものの，人口集中地区人の総人口に占める割合（DID/総人口）でみると，兵
庫県 96.7％，京都府 83.0％に対し，愛知県，千葉県および埼玉県は各々75.9％，
72.9％，71.9％（いずれも 2010 年国勢調査より計算）と低く，中心部の集合度
合いは兵庫県および京都府のほうが大きかったことが，それらの地域において
千葉県，埼玉県および愛知県より早期に集合処理が整備された理由と考える．	
 
3.4.7 未普及が未だ解消していない県の特徴 
可住地人口が10人/ha以上の比較的人口が集中している都道府県では集合処
理人口普及率は香川県の 45.6％，静岡県の 63％を除けば 70％以上であるが，
10 人/ha 未満の都道府県では富山県や北海道のように集合処理人口普及率が
90％を超えるところから，和歌山県や徳島県のように 30％以下のところまで
様々である．	
平成26年度の都道府県の集合処理人口普及率下位10位は，徳島県（21.0％），
和歌山県（29.4％），高知県（39.4%），以下鹿児島県，香川県，大分県，愛媛
県，三重県，群馬県，宮崎県であり，いずれも分散処理人口普及率上位 10 位に
入っている．青森県および島根県は集合処理人口普及率が 66.8％，62.0%と比
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較的高く，集合処理人口普及率の下位 10 位には入っていなかったが，分散処理
普及率が 9.6％，15％と低かったために汚水処理人口普及率下位 10 位に入って
いる．逆に三重県および宮崎県は集合処理人口普及率が 56.3％，61.5%と下位
10 位に入っていたものの分散処理人口普及率が 25.9％，21.5％と高く，汚水処
理人口普及率は三重県 82.2％，宮崎県 83.0%と全国平均よりは小さいものの下
位 17 位，18 位となっている．	
分散処理人口普及率は人口規模が小さな市町村ほど大きくなるが，集合処理
区域外の人口に対する分散処理の人口割合は市町村の規模に依存せずいずれの
人口規模も 46%程度と一定である．同様に人口集中地区人口の市町村人口に占
める割合で整理しても同様の傾向である．	
一方で，都道府県別にみると半数以上の都道府県が 40％台で，90％以上の都
道府県が30％から60％未満となっているが，新潟県と青森県は20％台と低く，
長野県は 67.4％，滋賀県は 62.7％と高くなっている．長野県，滋賀県で汚水処
理人口普及率が高くなっているのは，集合処理施設の整備に加えて周辺部にお
ける分散処理施設の整備を進めた結果と考える．	
集合処理人口下位 10 位以内の三重県，鹿児島県，高知県，宮崎県および香川
県は長野県，滋賀県には及ばないものの集合処理区域外の分散処理の人口割合
が平均より５％以上高い値となっており，分散施設の整備による汚水処理人口
普及率の向上が図られている．徳島県，和歌山県，大分県および群馬県は，行
政区域内の人口に占める分散処理の人口の割合は高いものの集合処理区域外の
人口に対する分散処理人口の割合では全国の平均を下回っており，未普及の解
消に向けて分散処理の整備促進が課題と考える．	
また，都道府県の集合処理区域内の人口密度と集合処理人口普及率を整理す
ると，集合処理人口普及率が 60％以下の都道府県では集合処理区域内の人口密
度は 29 人/ha〜50 人/ha であるのに対し，集合処理人口普及率が 60％を超える
都道府県の集合処理区域内人口密度は 22 人/ha から 126 人/ha まで幅広く分布
している（図 3.25）．	
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3.4.8 集合処理施設の普及に必要な管路延長の特徴 
	 未普及を解消し，その後も適正な生活排水処理を継続するためには，施設整
備およびその後の維持管理のコストについて十分な配慮が必要である．設置，
維持管理のコストに関して分散処理施設である浄化槽は，設置する市町村の人
口集中度合等により大きな差はないものと考えられるが，集合処理については
人口集中度合の影響を大きく受けるものと考えられる．第 2 章で整理したよう
に，下水道の整備は都市部の人口密集地域から着手され，徐々に小規模な市町
村，都市周辺部へも広がり，農業集落排水施設や特定環境保全公共下水道の整
備によってより人口密度が低い地域にも整備が進められた．集合処理の計画的
整備は未普及の解消に大きな貢献をしてきたが，今後の人口の減少を考えた場
合に効率性の検討が必要と考える．そこで集合処理施設の整備費の約７割を占
める管路に着目し，雨水管路を除く管路総延長を処理区域内人口で除した「集
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図3.25 集合処理人口普及率と集合処理区域内の人口密度
汚水処理人口普及状況について3)，地方公営企業年鑑8)を基に作成
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合処理の処理人口一人当たりの管路延長」（以下「一人当たりの管路延長」と
いう．）を定義する．	
	 地方公営企業年鑑 8)を用い，平成 26 年度の全国の公共下水道，特定環境保全
公共下水道および農業集落排水施設の管路（雨水管路を除く）の個々の事業ご
との合計をこれらの事業の処理区域内人口で除して，個々の事業ごとに一人当
たりの管路延長を求めるとともに，生活排水処理に係る資本費および維持管理
費の合計を求めた．その際，地方公営企業年鑑で整理されている「汚水処理原
価」には他会計から受け入れた額は含まれていないので，他会計からの受入れ
分についても雨水処理に係る費用分を除いて計上した．そのうえで一人当たり
の管路延長区分毎に生活排水処理費用を合計し，有収水量で除して生活排水 1
㎥を処理するのに実際に要する単価を求め，一人当たりの管路延長と生活排水
処理単価の関係を整理した（図 3.26）．	
	
	 1 人当たりの管路延長が大きくなるにしたがい処理単価は大きくなっており，
実際のコスト比較においてはさらにさまざまな条件に配慮する必要があると考
えられるが，同一の市町村において人口が減少した際のコストを比較するうえ
で，一人当たりの管路延長は有効な指標として用いることができるものと考え
る．	
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図3.26 生活排水１㎥当たりの処理単価
生活排水処理原価
他会計からの受入れ
  65 
	 この集合処理施設の一人当たりの管路延長を市町村の可住地人口密度区分ご
とに整理した（図 3.27）．	
	 可住地人口規模が大きな市町村ほど一人当たりの管路延長が短く，可住地人
口密度が 100 人/ha 以上の市町村では一人当たりの管路延長 1.7m/人であるの
に対し，可住地人口密度が 20〜40 人/ha の市町村では 4.2m/人，可住地人口密
度が一番小さく，市町村の約半数が属する 0〜5 人/ha の区分では 10.1m/人と
可住地人口密度が一番大きな 100 人/ha の区分の約 6 倍となっている．	
	 一方，図 3.28 には集合処理の一人当たりの管路延長と未普及率の関係を示し
た．ここで，対象とした市町村は人口 3 万人未満，可住地人口密度 5 人/ha 未
満，DID 人口＝０を満たす 650 市町村である．		
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図3.27 市町村の可住地人口密度区分ごとの集合処理の一人
当たり管路延長
汚水処理人口普及率3)，統計でみる市区町村のすがた7)，地方公営企業年鑑8)をもと
に作成
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図3.29 集合処理の一人当たり管路延長と未普及率
市町村は人口3万人未満，可住地人口密度5人/ha未満，DID人口＝０を満たす650
市町村を対象に汚水処理人口普及率3)，統計でみる市区町村のすがた7)，地方公営
企業年鑑8)を基に作成
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	 一人当たりの管路延長は未普及率にかかわらずいずれも 10m/人	以上と長く
なっている．この結果は，可住地人口密度が小さな市町村で未普及を解消する
には集中型の効率性が低下するので，分散型の処理施設を普及させる必要があ
ることを示唆している。	
	
	 図 3.29 には汚水処理人口普及率上位８県の一人当たりの管路延長を示した
が，滋賀県，長野県，富山県のように，最近になって集合処理の急速な整備に
より汚水処理人口普及率を上昇させた都道府県においては，人口密度が低い地
域まで集合処理でカバーしており，結果として一人当たりの管路延長が長くな
っているものと考えられる．	
	 ここで，集合処理の区域内の人口密度と一人当たりの管路延長の関係を図
3.30 に示す．処理区域内人口密度が小さくなると管路延長は急激に増大するこ
とから，今後未普及の解消に向けて生活排水処理施設の整備を進める際には，
集合処理に過度に依存せず，人口の減少によりさらに効率が低下することを踏
まえた対応が必要であることを示唆している．	
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図3.29 １人当り管路設延長
地方公営企業年年鑑8)を基に作成
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3.4.9 未普及問題解消に向けた課題のまとめ 
前節で明らかにした既存指標と未普及の関係を用い，集合処理区域内と集合
処理区域外の処理の状況を平成 10 年度と平成 27 年度について可視化し，状況
を解析した．生活排水処理の状況を可視化することにより，	
①	 集合処理区域の拡張	 	
②	 集合処理区域外の分散処理の普及	 	 	
が未普及解消対策の両輪であるが，両者の競合の結果生じている処理区域内に
ある合併処理浄化槽利用人口が 55 万人（合併処理浄化槽全体の 4.5％）である
ことを示し，未普及解消を効率的に進めるためには，集合処理区域の拡張の際
に既設の浄化槽の活用に十分配慮することが必要であることを明らかにした．	
汚水処理人口普及率が低い間は集合処理区域の拡張と分散処理の普及がばら
ばらに進められても大きな問題は生じにくいが，汚水処理人口普及率の向上に
伴い，区域拡張に伴う合併処理浄化槽の廃止や未接続の問題が顕在化してきて
いる．また，集合処理区域内外に存在する単独処理浄化槽利用世帯の解消が未
普及，未利用いずれの解消にも重要であり，この対策が必要であることを明ら
かにした．	
次に未普及を解消するための条件を明らかにするため，概ね未普及が解消し
ている市町村の特徴を整理した．そして，可住地人口密度が 60 人/ha 以上の市
町村では集合処理により未普及は概ね解消していることを明らかにした．人口
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図3．30 集合処理区域内の人口密度と一人当たりの管路延長
地方公営企業年鑑8)をもとに作成
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100 万人以上の市町村も同様に未普及が概ね解消しているが，その他の区分で
は人口密度が低い地域も混在し，未普人口も残されている．さらに詳細な解析
を行うためには細かいメッシュデータの活用による解析が必要と考えられた．	
	 可住地人口密度が高いにもかかわらず未普及が解消していない市町村に関し
ては単独処理浄化槽処理率が高いことを明らかにし，愛知県，千葉県，埼玉県
と兵庫県，京都府の比較により，下水道等の整備の時期と人口の増加に伴う住
宅整備の時期的な関係することが伺われた．	
人口・人口密度が小さい市町村ほど未普及の解消が進んでおらず，それらの
市町村では 65 歳以上の人口割合が大きく人口減少も大きいことから問題は深
刻である．集合処理を行っていない市町村は市町村数で 10％以下，人口では 1％
で以下であり，可住地人口密度および人口規模が小さく，人口の集中度合が小
さい市町村でも集合処理が行われているが，それらの市町村では集合処理の一
人当たりの管路延長が長く，未利用率も高かった．	
	 可住地人口密度が小さいにもかかわらず未普及を解消している市町村では，
集合処理区域外の分散処理の割合が高く，集合処理と分散処理を効率的に組み
合わせることにより未普及を解消している．	
	 一方で急速に汚水処理人口普及率を向上させた県では，いったん整備された
合併処理浄化槽が集合処理区域の拡張に伴い耐用年数前に廃止され，集合処理
の一人当たりの管路延長も長くなっており，集合処理の無理な区域拡張が未利
用発生につながることも考えられ，次節では未利用との関係をさらに詳しく調
べることとする．	
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3.5 既設集合処理施設の未利用の課題 
3.5.1 未処理人口に占める未利用人口の割合の推移 
	 汚水処理人口普及率は生活排水処理施設の利用可能性を示す指標であり，集
合処理施設の処理区域内に居住していれば実際に施設に未接続で汚水の処理が
行なっていなくてもカウントされる．一方で汚水衛生処理率は，実際に汚水の
処理を行っている人口の割合であり，その差は集合処理区域内に居住していな
がら集合処理施設を未利用の人口である．平成 26 年度末には汚水処理人口普及
率 89.5％に対し，汚水衛生処理率は 84.5％であり，5％，600 万人強が未接続
であったものと考えられる．すなわち，実際に生活排水が未処理なのは生活排
水処理施設が未普及の10.5%に加えて未利用の5%を加えた15.5％の人口に相当
すると考えられる．	
全国の汚水処理人口普及率から求めた生活排水処理施設の未普及人口と汚水
処理人口普及率と汚水衛生処理率の差から求めた未利用人口からなる未処理人
口の推移を図 3.31 に示す．	
1998 年度（平成 10 年度）には未普及人口 4,237 万，未利用人口 673 万人と
未処理人口全体に占める未利用人口は 14％弱だったが，生活排水処理施設の整
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図3.31 全国の生活排水処理施設未利用人口の推移
汚水処理人口普及状況について3)，汚水衛生処理率5)をもとに作成．集
合区域内の未接続のうち合併処理浄化槽による処理人口は除く．
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備に伴い 2014 年度（平成 26 年度）の未普及人口は 1,327 万人まで減少した．
しかし，未利用人口は 583 万人と微減に留まり，結果として未処理人口に占め
る未利用人口の割合は現在では 30％を超えている．すなわち，未処理を解消す
るためには施設整備による未普及解消対策だけでなく，整備した施設が有効活
用されるよう未利用対策を推進することが重要な課題であることがわかる．	
次に未利用人口の内訳を 1998 年度と 2015 年度で比較した（図 3.32）．未利
用人口のうち非水洗化人口は 1998 年の 333 万人から 2015 年には 220 万人と
2/3 になっているが，単独処理浄化槽処理人口は 1998 年には 340 万人に対し，
2015 年では 348 万人と同程度になっている．集合処理区域の拡張に伴い新たに
編入される区域にある世帯は集合処理施設に接続されることとなるが，単独処
理浄化槽利用世帯においては既に便所が水洗化されており，非水洗化世帯ほど
接続へのインセンティブが大きくなく，接続までの時間的遅れが出ている結果
と考える．	
	
	
	 また，図 3.33 には集合処理区域内で合併処理浄化槽を使用している人口の
推移を示した．2015 年においてもその数は減少するどころかむしろ増加してお
り，これには集合処理区域の拡張が関わっていると考えられる．すなわち集合
処理区域外であったため合併処理浄化槽により衛生処理を行なっていた家庭に
とっては，浄化槽の使用をやめて下水道等に接続する義務が生じるが，このよ
うな一時的な生活排水対策への二重投資の問題，および将来の人口減少を踏ま
えた場合の集合型・分散型の適正配置の問題に関して，効率性を重視した検討
が必要であると思われる．	
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図3.32 未利用人口の内訳（1998，2015)
単独処理浄化槽
非水洗化
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3.5.2 未利用問題と影響因子 
(1) 市町村の人口等  
未処理人口を未普及人口の合計として棒グラフで示すとともに，未処理人口
に占める未利人口の割合を折れ線グラフで，市町村の人口区分ごと（図 3.34）
および可住地人口区分ごと（図 3.35）に示した．	
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図3.33 集合処理区域内の合併処理浄化槽処理人口
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未処理に対する未利用の割合は，人口規模が小さな市町村ほど小さく，人口
100万人以上の市町村では52％だが人口３万人未満の市町村では28％となって
いる．可住地人口密度との関連では，可住地人口密度が 0〜5，5〜10，10〜20 人
/ha の区分では 30％程度であるが，それ以上の区分になると可住地人口密度が
大きくなるにしたがいその割合は大きくなり，可住地人口密度が 60 人/ha 以上
の区分では 50％以上と未普及人口より未利用人口のほうが大きくなっている．	
(2) 集合処理施設の一人当たりの管路延長 
 上記の通り人口が大きく，可住地人口密度が大きな市町村では，未処理を解
消するうえで未利用の解消が重要であることを明らかにした．未利用の解消は
未処理の観点のみならず，集合処理の稼働率向上，コスト縮減のためにも重要
な課題と考えられる．そこで，集合処理の効率に関連が深い指標である一人当
たりの管路延長と未利用に関連の深い未接続率の関係を整理した（図 3.36）．
地方公営企業年鑑のデータを用い，一人当たりの管路延長区分ごとに「現在水
洗便所設置済人口」の合計と「現在処理区域内人口」の合計の差を「現在処理
区域内人口」で除して当該区分の未接続率を求めた（※未接続人口 B1+C1＋D1）．	
一人当たりの管路延長が２ｍ未満の事業では未接続率が１％と小さいが，一
人当たりの管路延長が大きくなるにしたがい未接続率が大きくなり，8～10m/人
で 19％となりそれ以上では横ばいとなっている．一人当たりの管路延長が長い
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ほど処理単価も高いが，これも未接続率が高いことの一因になっているものと
考える．	
(3) 集合処理の供用開始からの年数 
集合処理の区域の拡張から利用に至るまでのタイムラグが，未利用が解消し
ない原因と考えられることから，公共下水道，特定環境保全公共下水道及び農
業集落排水施設の供用開始後の経過年数と接続率の関係を整理した（図 3．37）．	
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図3.36 集合処理の一人当たりの管路延長区分ごとの未接続率
地方公営企業年鑑8)をもとに作成
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供用開始後 50 年以上経過している事業では 98％の接続率となっているが，
供用開始後の経過年数が 31〜50 年の事業では 94％，21〜30 年では 90％弱，11
〜20 年では 80％程度となっている．供用開始後間もない事業では，接続のため
の既存家屋の改修等に時間がかかることも考えられ，供用開始後長期間経過し
た事業では供用開始後建設された家屋が多いため接続率が高くなっていること
が考えられる．	
	 これらのことから，人口集中度合いが小さな市町村で集合処理を整備する場
合には，処理人口一人当たりの管路延長が長くなり建設費用が高騰する恐れが
あるだけでなく，接続率が低く計画通りの処理収入が確保できないことも懸念
される．	 
	
3.5.3 既設集合処理施設の未利用問題解消にむけた課題のまとめ 
未利用問題は，集合処理区域内の未接続に起因するものであり，前節の解析
により集合処理の区域拡張が未利用の発生につながる場合もあることが示唆さ
れた．	
未処理に占める未利用の割合の推移を見ると，その割合は年々増加して現在
は 30％を超えており，未処理対策を進めるうえで汚水処理人口普及率の向上の
みを目標として生活排水対策を進めることは適切ではなく，未利用解消の対策
を同時に進めることが重要であることを明らかにした．	
また，集合処理人口普及率が 90％以上の市町村では未普及人口より未利用人
口のほうが大きくなっていることを明らかにした．すなわち，未処理問題の解
消を目指すうえで未接続の問題は無視できず，生活排水処理施設の整備が進ん
だ人口が大きな市町村，可住地人口密度が大きな市町村など集合処理人口普及
率が大きな市町村では，未普及対策と併せて未利用対策を推進することが重要
であると考えられる．一方で，未接続率に関しては，人口規模が小さいほど，
一人当たりの管路延長が長いほど大きく，未接続が 10％未満になるには集合処
理の供用開始後 30 年以上を要すること，当初予定していた利用者が施設を利用
しないことによるコスト面での影響も大きいことから，未普及の解消に向けて
急遽集合処理を進めてきた市町村においても未利用対策は重要な課題と考えら
れる．	 	 	
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3.6 単独処理浄化槽の利用に関する課題 
3.6.1 未処理人口に占める単独処理浄化槽処理人口の割合の推移 
	 1960 年代から 2001 年に原則設置が禁止されるまでの間整備された単独処理
浄化槽は，人口散在地域や都市周辺部で住宅の整備が急速に行われた地域にお
いて，水洗化率の向上に大きく貢献した．単独処理浄化槽の利用は生活排水の
未処理を継続させることになることから下水道，農業集落排水施設等の集合処
理施設や合併処理浄化槽へ転換していくことが，未処理問題の解消を図るうえ
で重要な課題である．	
	 全国の未処理人口を単独処理浄化槽処理人口と未処理人口に占める単独処理
浄化槽利用人口の割合の推移を整理した（図 3.38）．	
	
非水洗化人口，単独処理浄化槽処理人口のいずれも年々減少しているが，平
成元年度には 36％であった未処理に占める単独処理浄化槽の割合は平成 25 年
度には 60％となっている．この間の非水洗化人口は 4,445 万人から 833 万人と
80％以上減少しているのに対し，単独処理浄化槽処理人口は 2,509 万人から
1,271 万人と約 50％の減少にとどまっている．さらに詳しく見ると（図 3.39），
非水洗化率は平成元年度以降一定の割合で減少したのに対し，単独処理浄化槽
36% 
46% 
53% 
56% 58% 
60% 
0% 
10% 
20% 
30% 
40% 
50% 
60% 
70% 
0 
1,000 
2,000 
3,000 
4,000 
5,000 
6,000 
7,000 
8,000 
19
89
19
90
19
91
19
92
19
93
19
94
19
95
19
96
19
97
19
98
19
99
20
00
20
01
20
02
20
03
20
04
20
05
20
06
20
07
20
08
20
09
20
10
20
11
20
12
20
13
20
14
未
処
理
人
口
（
万
人
）
図3.38 未処理人口に占める単独処理浄化槽処理人口の割合
一般廃棄物処理実態調査6)を基に作成．
単独処理浄化槽人口 未水洗化人口 単独処理浄化槽の割合
  76 
処理人口は単独処理浄化槽の新設が原則禁止される平成 13 年度までは微減に
とどまり，以降非水洗化率同様の減少を示している．	
	
	 都道府県ごとに同様の整理をすると，未処理人口に占める単独処理浄化槽の
割合が緩やかに上昇する傾向は共通しているものの未処理人口に占める単独処
理浄化槽処理人口の割合については都道府県によるばらつきが大きかった．	
	
3.6.2 単独処理浄化槽の利用の問題と影響因子 
(1) 市町村の人口等 
 市町村の人口規模区分ごとに単独処理浄化槽処理人口と非水洗化人口の合計
として未処理人口を棒グラフで示す，未処理人口に占める単独処理浄化槽処理
人口の割合を折れ線グラフで示した（図 3.40）．	
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図3.39 単独処理浄化槽処理人口と非水洗化人口の推移
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図3.40 未処理人口に占める単独処理浄化槽処理人口の割合
一般廃棄物処理実態調査結果6)をもとに作成．
単独浄化槽人口 非水洗化人口 未処理に占める割合
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未処理人口に占める単独処理浄化槽利用人口の割合は，人口 3 万人未満の市
町村では 45％であり単独処理浄化槽処理人口は非水洗化人口より小さいが，人
口が大きな区分ほど大きくなり人口 30〜100 万人の区分では 76％となってい
る．	
次に同様に，未処理人口に占める単独処理浄化槽の割合を市町村の可住地人
口密度区分ごとに整理した（図 3.41）．	
100 万人以未処理人口に占める単独処理浄化槽利用人口の割合は，可住地人
口密度が 5 人/ha 未満の市町村では 41％であり単独処理浄化槽処理人口は非水
洗化人口より小さいが，可住地人口密度が大きな区分ほど大きくなり，可住地
人口密度が 60〜100 人/ha の区分では 85％と単独処理浄化槽利用に伴う未処理
人口が非水洗化人口の 5 倍以上となっており，可住地可住地人口密度が一番小
さな 5 人/ha 未満の区分では逆に非水洗化率のほうが単独処理浄化槽処理率よ
り 1.2 倍大きくなっている．人口の集中度合の観点から，行政区域内人口に占
める DID 人口の区分，共同住宅世帯割合区分，集合処理の一人当たりの管路延
長についても同様の整理を行ったが，人口集中度合が大きい区分ほど未処理率
に占める単独浄化槽処理率の割合が大きいのは同様の傾向だった．	
	 さらに市町村の 65 歳以上の人口割合との関係をみた（図 3.42，3.43）．未
処理人口に占める単独処理浄化槽処理人口の割合は，市町村の 65 歳以上の人口
割合が一番小さな 20％未満の区分では 83％だが，65 歳以上の人口割合が大き
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な区分ほど小さくなり，65 歳以上の人口割合が 30％を超える区分では単独処理
浄化槽処理人口より未水洗化人口のほうが多くなっている．家屋の新築の時期
と関係があるものと考える．	
	
	
	また，単独処理浄化槽処理率および非水洗化率とも 65 歳以上の人口割合の増
加につれて高くなり，生活排水の衛生処理率を向上させるには個人の努力に頼
るのは限界があるものと考えられる．	
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図3.42 未処理人口に占める単独処理浄化槽処理人口の割合
（65歳以上の人口割合区分）
一般廃棄物処理実態調査6),地方公営企業年鑑8)および国勢調査9)をもとに作成．
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3.7 まとめ 
第３章では生活排水が実際に処理されていない「未処理」，生活排水処理施
設が利用できない状態にある「未普及」および生活排水処理施設が利用できる
状況にあるにも関わらず利用していない「未利用」を既存の指標と関連付けて
定量化・可視化し，現状の課題を考察した．「未利用」に注目することにより，
これまで利用できなかった水洗化率関連の古い資料も利用し，単独処理浄化槽
利用の観点からも解析を深めた．	
	 未普及解消については，人口・人口密度が小さい市町村ほど進んでおらず，
それらの市町村では 65 歳以上の人口割合が大きく人口減少も大きいことが考
えられた．	
未利用人口については，全国の未普及人口は年々減少しているものの未利用
人口は横ばいであり，未処理に占める未利用の割合は，1998 年度には 14％に過
ぎなかったが 2014 年度には 31％まで上昇している．未利用の直接的な原因で
ある集合処理の未接続率については，一人当たりの管路延長が長くなるほど大
きくなること，接続率が 90％を超えるには供用開始後 30 年程度要すること等
を明らかにした．人口規模が小さな市町村，人口の集中度合が低い市町村では
未接続率が高く，それらの地域の集合処理施設では一人当たりの管路延長も長
く，今後，人口の減少の進展に伴うコスト上昇への対応が急務と考えられる．	
	 単独処理浄化槽に関しては年々利用人口が減少してきたものの未だに 1,200
万人以上の利用者があり，未処理人口に占める単独処理浄化槽処理人口の割合
は 1989 年度には 36％であったものが，2014 年度には 60％と年々増加してい
る．2001 年以降単独処理浄化槽の原則新設禁止に伴い，単独処理浄化槽処理人
口の減少率は非水洗化人口なみになってきているが，集合処理区域内に残存す
る単独処理浄化槽は未利用人口解消の大きな原因となっている．未処理率に占
める単独処理率の割合は，可住地人口密度が 40 人/ha 以上の区分では 80％以
上と高くなっており，逆に可住地人口密度が 5 人/ha 未満の市町村では 41％と
なっている．	
	 以上のことより，未処理解消が喫緊の課題となっている地域は，今後生活排
水処理施設の整備が必要な地域でもあるが，人口・可住地人口密度が小さい地
域では 65 歳以上の人口も多く，人口減少が大きい地域であることから，施設整
  80 
備後の財政負担など汚水処理を持続可能とするための人口減少への配慮が特に
必要であることを明らかにした．	 	 	 	
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第４章 生活排水未処理の課題に対する人口減少の影響 
 
4.1 はじめに 
わが国の生活処理施設の整備は未普及の解消を目指して進められ，平成28年度
末には汚水処理人口普及率は90％を突破した 1)．国土交通省，農林水産省及び環
境省は，2014年 1月に「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策
定マニュアル」2)をとりまとめて都道府県に示し，10年程度を目途に生活排水処
理施設の未普及地域の解消を目指している．	
一方で，我が国の人口は大正9年の国勢調査開始以来増加を続けていたが，平
成27年の国勢調査（2015年 10月 1日現在）3)では 1億 2,709万人と，初めて減
少となった．市町村別にみると1,719市町村のうち，増加は東京都特別区部，政
令指定都市およびその周辺の市町村など300市町村に限られており，残りの
1,419市町村は人口が減少している．	
	 全国の総人口及び人口集中地区（以下DID）人口と下水道処理区域内人口の推
移を図4.1に示す．1980年には約3,000万人であった下水道処理区域内人口は，
下水道の急速な整備に伴い2005年にはDID人口を上回り，その後緩やかな伸びに
転じている．	
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図4.1 下水道処理区域内人口の推移
国勢調査3)および地方公営企業年鑑4)をもとに作成．
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国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成	25
（2013）年３月推計）」では，2020～25年以降はすべての都道府県で人口が減少
し，2040	年にはすべての都道府県で	2010	年の人口を下回り，約７割の市町村で	
2010	年に比べ２割以上減少することが示されている 5)．	
全国の人口の推移と下水道，浄化槽，農業集落排水施設等の生活排水処理施設
の普及人口の推移を図4.2に示す．生活排水処理施設の能力を現状維持したケー
ス１では2035年には生活排水処理施設の能力の合計が総人口を上回り，概ね10
年後の2025年に未普及の解消を目指すケース2では毎年60万人ずつ処理能力を
増大することが必要となる．	
	
かつては人口の増加に対応して生活排水処理施設の整備を加速することが生活
排水処理対策の重要な課題であったが，多くの社会基盤施設と同様に生活排水処
理施設についても人口減少への対応が重要になってきている．人口減少下で持続
可能な生活排水処理施設の維持・管理と未普及の解消を両立するためには，未普
及を解消するための施設整備を進めるとともに，人口減少により余剰量が発生し
た地区においては稼働率低下防止のための施策を講じることが必要と考える．	
汚水処理人口普及率が高く，すでに人口減少が始まっている市町村として宮城
県の塩竃市（図4.3）および富山県の南砺市（図4.4）をあげ，近年の人口動向，
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日本の将来推計人口5)および汚水処理普及状況について6)を基に作成．
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生活排水処理施設普及状況および将来人口推計等を図4.2と同様に整理した．両
市とも2010年頃までには汚水処理人口普及率100％を達成し，その後も人口の減
少が進んでいることから，既に生活排水処理施設の能力には余剰量が生じている
状況であり，今後，人口減少の進展とともに生活排水処理施設の稼働率の低下が
市の財政に影響をもたらすものと考えられる．	
	
そこで，本章では各市町村の人口動態等を勘案したうえで，2025年までに汚水
処理人口普及率100%を達成するために必要な生活排水処理施設の整備量ならびに
施設整備および維持管理に係る年間費用を，すべて集合処理で整備した場合とす
べて分散処理で整備した場合に分けて求めるとともに，人口が現行の生活排水処
理施設の能力を下回った場合にはその差を生活排水処理施設の能力の「余剰量」
と定義し，人口減少による稼働率低下の影響についても考察する． 	
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4.2 市町村の人口減少の特徴と生活排水処理施設に及ぼす影響 
4.2.1 市町村の人口減少と人口規模等との関係 
(1) 市町村の人口規模 
市町村をその行政区域内人口で①100万人以上，②30-100 万人，③10-30万人	
④3-10万人，⑤3万人未満に6区分し，2015年 3月末の人口を100として2025
年から2040年までの人口の推移を図4.5に示す．	
	
	
人口規模が小さな市町村ほど人口減少率が大きく，2025年には人口100万人以
上の市町村では100(2015 年３月末を100として，以下同じ)に対し人口3万人未
満の市町村では87であり，2040年にはさらに差は広がり，人口100万人以上の
市町村で92，人口3万人未満の市町村で76となっている．	
(2) 市町村の人口集中度合 
	 次に市町村の人口の集中の状況と人口減少の関係を明らかにするために，①可
住地人口密度，②行政区域内人口に占める人口集中地区人口の割合（DID人口/行
政区域内人口），および③市町村の総世帯に占める共同住宅世帯の割合に着目し
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て市町村を区分し，人口規模の場合と同様に区分ごとの2025年，2040年までの
人口減少率を整理した．	
	 可住地人口密度と人口減少率の関係を図4.6に示す．可住地人口密度が小さな
区分ほど人口減少率が大きく，2040年の人口減少率は大都市圏の市町村や地方中
核都市などが含まれる可住地人口密度60人/ha以上では9%に対し，市町村数では
半分弱，人口では１割強占める可住地人口密度5人/ha未満の市町村区分では
31％と3倍程度減少率が大きくなっている．	
	
	
	 市町村の総人口に占めるDID人口の割合と人口減少率との関係を図4.7に示
す．市町村の人口に占めるDID人口の割合が小さい区分ほど人口減少率は大き
く，市町村の人口の99％以上が人口集中地区に集積している区分及び90〜99％の
区分ではいずれも2040年までの人口減少率は10％であるのに対し，0％すなわち
市町村全域がDID地区でない区分では30％と人口減少率が3倍になっている． 
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図4.6 市町村の可住地人口密度区分別の人口減少率
(2015 年から2040年まで）
国勢調査結果3)および日本の地域別将来推計人口5)より作成．
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 次に，市町村の総世帯に占める共同住宅世帯の割合と人口減少率の関係を図
4.8に示す．共同住宅世帯の割合が小さな区分ほど人口の減少率が大きくなって
いる． 
	
	 以上より，人口の集中の度合いが低く，共同住宅世帯の割合が小さい市町村ほど	
人口減少率が大きく，第３章の結果からこのような市町村では未処理率も高いこと
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図4.7 市町村の人口に対する人口集中地区（DID)人口区
分ごとの人口減少率(2015 年から2040年まで）
国勢調査結果3)および日本の地域別将来推計人口5)より作成．
36% 
27% 
19% 17% 
11% 8% 
0% 
5% 
10% 
15% 
20% 
25% 
30% 
35% 
40% 
10未満 10-20 20-30 30-40 40-60 60以上
人
口
減
少
率
市町村の総世帯に占める共同住宅世帯の割合（％）
図4.8 市町村の共同住宅世帯割合区分ごとの人口減少率
(2015 年から2040年まで）
国勢調査結果3)および日本の地域別将来推計人口5)より作成．
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ら，未処理問題の解消にあたって人口減少の影響を考慮することは極めて重要であ
ると考えられる．	
	
4.2.2 市町村の65歳以上の人口割合と生活排水処理との関係 
 市町村の行政区域内人口に占める65歳以上の人口の割合を20％未満から40％
以上まで5％刻みに6区分し，区分ごとの市町村数および行政区域内人口の和を
示す（図4.9）．市町村数では25〜30％区分が一番大きく，行政区域内人口の和
では20〜25％が一番大きくなっている．	
	
次に各区分に属する市町村の平均人口および可住地人口密度を示す（図
4.10）．平均人口は，65歳以上の割合が一番小さな20％未満の区分が9万人，20
〜25％区分が23万人で一番大きく，25〜30％，30〜35％，35〜40％では各々10，
4，2万人で65歳以上の割合が一番大きな40％以上の区分では1万人と65歳以上
の割合が大きい区分ほど市町村の平均人口は小さくなっている．可住地人口密度
については，20％未満区分，20〜25％区分が30人/ha程度でほぼ等しく，65歳以
上の割合が大きくなるにつれ10，4，2人/haと小さくなり，40％以上の区分では
1人/haとなっている．	
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図4.9 65歳以上の人口割合毎の市町村数および
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国勢調査結果3)を基に作成．
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	汚水処理人口普及率も20％未満区分，20〜25％区分でほぼ同様の傾向を示し，
65歳以上の人口割合が25％以上の各区分では割合が高くなるほど未普及と分散処
理が増加し，集合処理が減少し，40％以上の区分では，未普及35％，分散処理
25％，集合処理40％となっている（図4.11）．	
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図4.10 65歳以上の人口割合区分ごとの市町村の
平均人口と可住地人口密度
国勢調査結果3)を基に作成．
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図4.11 65歳以上の人口割合区分ごとの汚水処理人口普及
率内訳（平成26年度末）
国勢調査3)，地方公営企業年鑑4)，日本の地域別将来推計人口5)，汚水
処理人口普及率6)をもとに作成．
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	 つぎに集合処理と各区分の関係を整理する（図4.12）．65歳以上の割合の小さ
な20％未満，20〜25％未満の区分では，一人当たりの管路延長は3.0m/人と全国
平均の4.4m/人より短くなっているが，65歳以上の割合が25％以上の区分では，
その割合が大きくなるにつれて一人当たりの管路延長は大きくなり，逆に接続率
は小さくなっている．このことは，65歳以上の割合が大きな市町村ほど可住地人
口密度が小さくなっていることと関係しているものと考える．	
	
 
4.2.3 市町村の未普及率と生活排水処理との関係 
	 市町村の人口が小さいほど，人口集中度が小さいほど，65歳以上の人口割合が
大きいほど人口減少率が大きいことを明らかにしたが，これらの因子は未普及率
とも関連が大きいことから，市町村の未普及率の区分ごとに2015年を起点とした
2040年の人口減少率を整理した（図4.13）．2040年の人口減少率は，未普及率
が1％の市町村では10％だが，未普及率が大きな区分ほど人口減少率も大きく，
未普及率が10〜20％の区分では18%であり，一番未普及率が大きな50％以上の区
分では33%となる．全国で未普及の解消を進めるうえで未普及率が低い市町村で
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図4.12 市町村の65歳以上の人口割合区分ごとの
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国勢調査3)，地方公営企業年鑑4)，日本の地域別将来推計人口5)，
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の整備が重要であるが，これらの市町村は人口減少率が大きな市町村でもあり，
施設の整備に当たり人口減少の影響を考慮することが重要と考える．	
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図4.13 市町村の生活排水処理施設未普及率区分ごとの人口
減少率（2015年から2040年まで）
国勢調査3),日本の地域別将来推計人口5),汚水処理人口普及率6)を基に作成．
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4.3 2025 年までに未普及を解消するために必要な生活排水処理施設整備量 
4.3.1 方法 
 概ね10年後の2025年に未普及を解消するために必要な生活排水処理施設整備
量，経費（建設費およびその後の維持管理費）等を人口減少との関係で整理し，
高齢化が進むなかでの生活排水処理施設整備の課題を明らかにする．そのために
試算の前提となる行政区域の単位（都道府県単位，市町村単位，その他）の影響
をまず検討した．	
(1) 全国，都道府県における要整備量等の算定方法 
日本の地域別将来推計人口 5)に基づく2025年の推計人口から平成26年度末
（2015年 3月末）の汚水処理普及人口を減ずることにより，2025年までに汚水処
理人口普及率100％を達成するために必要な生活排水処理施設の整備量を整備人
口ベースで求めた．2025年の人口が現行の汚水処理施設能力を下回り，値が負に
なった場合は余剰量とした．この方法は，全国の場合は全国で，都道府県の場合
は都道府県内で，人口減少により施設の能力に余剰が生じた地域に未普及の地域
から人口が移動し，要整備量と余剰量が相殺するケースであり，全国の場合は余
剰量が発生せず，都道府県ごとの場合，要整備量が発生する都道府県では余剰量
は発生せず，余剰量が発生する都道府県では要整備量は生じない．	
(2) 市町村における要整備量等の算定方法 
全国，都道府県と同様の方法で要整備量，余剰量を求めるケース1のほか，市
町村内の各地区の人口増減が一律に進むケース2を設定した．ケース2の要整備
量の算定方法は，人口が増加する市町村は前記と同様だが，人口減少市町村では
以下のとおりとなる．	
要整備量	 ＝	 現在の未普及人口×（1	−	人口減少率）	 														(4.1)	
余剰量	 		 ＝	 現在の汚水処理普及人口×人口減少率	 															(4.2)	
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4.3.2 全国で必要な生活排水処理施設整備量 
前記の方法で求めた生活排水処理施設要整備量を図4.14に示す．	
	
	
「全国（2015.3）」1,323万人は，平成26年度末時点での全国の人口から同時
点における汚水処理普及人口を減じた値，すなわち平成26年度末の未普及人口で
あり，平成26年度末時点で直ちに生活排水処理施設の未普及を解消するためには
全国で1,323万人分の整備が必要であることを示している．	
「全国」614万人は，2025年までに生活排水処理施設の未普及を解消するため
に，それまでの間に整備が必要な生活排水処理施設の量であり，2025年の全国の
推計人口から2015年の汚水処理普及人口を減じて求めている．2015年から2025
年にかけて全国の総人口が減少することが推計されていることから，前記の直ち
に未普及を解消するために必要な1,323万人の半分以下の小さな値となってい
る．	
「都道府県毎」は，「全国」と同様の方法で都道府県毎に必要な施設整備量ま
たは余剰量を求めたうえで全国集計したものである．兵庫県，大阪府，北海道，
長野県，東京都，富山県，山形県，福井県，鳥取県および京都府の10都道府県で
は2025年の推計人口が2015年の汚水処理普及人口を下回り，合計で98万人分の
余剰量が発生する．残りの37県では2025年の推計人口が2015年の汚水処理普及
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人口を上回り，合計で711万人分の整備が必要となる．このケースは，既存の生
活排水処理施設の有効利用のために都道府県内での調整，すなわち都道府県内の
市町村間で生活排水処理施設の整備が必要な市町村から余剰を生じた市町村への
人口移動が行われることを前提にしたものだが，他の都道府県との間の人口移動
は前提としていない．都道府県単位で推計した場合の余剰量を表4.1および図
4.15に示す．	
          表 4.1 2025 年に生活排水処理施設に余剰を生じる 
                     都道府県ごとの各年の余剰量（人） 
  2020 2025 
兵庫県  123,030       276,278  
大阪府    185,289  
北海道    161,899  
長野県  62,495   143,694  
東京都    121,744  
富山県  9,647   51,918  
山形県    17,163  
福井県    16,975  
鳥取県    10,628  
京都府    2,844  
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図4.15 生活排水処理施設の余剰量が発生する都道府県数
余剰（生活排水処理施設全体）
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	各県における人口は順次減少していくため，汚水処理普及率が高く，人口減少率
が大きな県では2025年以前より余剰量が発生し，2025年には前記の10都道府県
で生活排水処理施設の能力に余剰が発生し，そのうち５都道府県では人口が集合
処理施設の能力を上回っており，2040年には35都道府県で余剰量が発生し，そ
のうち17都道府県では人口が集合処理施設の能力を上回る．	
	
都道府県別の余剰量の発生年度を図4.16に示す．北陸地方を中心とする日本海
側で早期に余剰量が発生するのに対し，西日本や太平洋側の都道府県では余剰量
が発生する時期が遅くなっている．	
これらはいずれも現行の施設能力を維持した場合であり，今後施設整備を進め
て2025年に未普及を解消した場合には，すべての都道府県で余剰量が発生する．
また，分散処理施設の耐用年数は30年程度であるが，管路の耐用年数は50～70
年とされていることから集合処理施設の能力を上回る地方公共団体ではより事態
が深刻と考える．これらのことから未普及解消に向けて整備を進めるにあたって
は，施設の耐用年数や人口減少の動向に十分に配慮することが必要である．	
ところで，図4.14の「市町村毎ケース1」は，「全国」「都道府県毎」と同様
の方法で市町村毎に施設の必要整備量を求めたものであり，全国の市町村で合計
図 4.16 都道府県別の余剰量発生年度 
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840 万人分の施設整備が必要な反面，合計で226万人分の施設の余剰が生ずる結
果となった．ケース1は，人口の減少が生活排水処理施設未普及の地域で先行
し，続いて生活排水処理施設の既整備地域の人口が減少するケースとも言える．
この場合2025年までに約6割の1,052市町村で840万人分の施設の整備が必要で
あるのに対し，残りの605市町村では合計226万人分の施設の余剰が生ずる．	
一方，「市町村毎ケース２」は，市町村内での人口の増減が生活排水処理施設
の整備された地域でも未整備の地域でも一律に進むと仮定したケースであり，市
町村毎に2015年の人口に対する2025年の人口の割合で一律に人口が増減するも
のとした．未普及を解消するために必要な施設整備量は，人口が増加する市町村
においてはケース1と同様であり，人口が減少する市町村においては2015年の生
活排水処理施設の未普及地区の人口に（1	-	人口減少率）を乗じて得られた人口
である．人口が減少する市町村においては既普及地区の減少する人口が余剰施設
に該当する．この場合は，要整備量と余剰量が同時に発生している市町村がほと
んどであり，1,627の市町村で合計1,242万人分の施設が必要であり，1,523の市
町村で628万人分の施設の余剰が生ずる．	
ケース1のように未普及地区の人口がゼロになるまで既普及地区の人口減少が
進まないことはなく，また先に明らかにしたように市町村間で比較すると未普及
率が高い市町村のほうが，未普及率が低い市町村より人口減少率が大きいことか
ら，同じ市町村内でも未普及地区のほうが既普及地区より人口減少率が大きいこ
とが推定され，実際に必要な生活排水施設の整備量はケース1とケース2の間，
840〜1,242 万人の間にあるものと考えられる．	
既存施設を有効に活用し，合理的な生活排水処理施設の整備・運用を図るため
には，市町村内での人口移動，例えばコンパクト・シティ等の施策により，生活
排水処理施設が未普及の人口散在地区から生活排水処理施設に余剰が生じた地区
への人口移動を促す施策を講ずることが有効であり，要施設整備量を抑制するだ
けでなく余剰施設整備量を低下させることにより既設施設の稼働率低下を防ぐ効
率的な運用が可能となる．	
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4.3.3 生活排水処理施設の整備が必要な市町村 
人口減少が進む状況において，既存施設を有効活用するための施策の重要性を
明らかにしたが，それらの施策を講じたうえで，2025年までに未普及を解消する
ために各必要な整備量について市町村ごとに求め，施設整備が特に必要な市町村
の特徴および整備にあたっての留意点を明らかにする．	
市町村ごとに2025年までに未普及を解消するために必要な施設の量（整備人
口）を求め，市町村の人口，可住地人口密度，集合処理の管路延長等の区分ごと
に要整備量，余剰量を求める．	
以降の推計に当たっては，人口区分ごとの解析を除きケース1を用いるため，
整備が必要な市町村では余剰量がなく，余剰が生じている市町村では要整備量は
ゼロとなる．同じ区分で整備量が生じている市町村と余剰量が生じている市町村
は別々の市町村である．	
(1) 人口区分 
平成26年度末(2015年 3月 31日)の住民基本台帳人口により，市町村の人口を
①100万人以上，②30～100万人，③10～30万人，④3～10万人，⑤3万人未満に
５区分し，同様に2025年に汚水処理人口普及率100％を達成するために必要な施
設整備人口を市町村の人口区分毎に求めた（図4.17）．	
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図4.17 市町村の人口規模と要整備量
日本の地域別将来推計人口5)，汚水処理人口普及率6)を基に作成．
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	 ケース1，ケース２を比較すると，いずれの人口区分ともケース２の要整備量
のほうがケース1より28～35％程度大きく，既存施設の有効利用のための人口移
動策を講ずることにより最大30％程度の施設整備量を削減することが期待でき
る．人口規模別による違いについては，既に未普及がほぼ解消されている人口
100万人以上の市町村では要整備量は小さく，人口規模が小さくなるほど要整備
量は増大し人口3～10万人の区分で最大となり，3万人未満の区分では30～100
万人区分よりやや大きい．必要な施設整備量のうち60％弱は人口10万人未満の
市町村であり，人口30万人未満まで広げると80％を超える．一方で人口100万
人以上の市町村は現段階で汚水処理人口普及率が100％近く，人口増加のために
整備量が生じている市町村もあるが，人口減少が直接的に余剰量の発生につなが
っている．	
(2) 可住地人口密度区分 
	 次に可住地人口密度に着目して要整備量と余剰量を整理した（図4.18）．	
	
	 全体の要施設整備量840万人のうち77％，644万人分は可住地人口密度が0〜
5，5〜10，10〜20人/haの 3区分であり，可住地人口密度が40人/haを超える区
分では全体の9％，23万人分に過ぎない．すなわち未普及解消のための施設整備
を主として行う地域は，人口密度が中程度以下の地域である．余剰量に関して
は，可住地人口密度の大小にかかわらず一定程度あるが，可住地人口密度が60人
/haを超える市町村では要整備量より余剰量のほうが多くなっている．しかしな
がら個々の市町村についてみると，可住地人口密度が小さな市町村でもすでに汚
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図4.18 市町村の可住地人口密度区分ごとの
生活排水処理施設要整備量と余剰量
日本の地域将来推計人口5)，汚水処理人口普及率6)をもとに作成．
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水処理人口普及率が高いところでは余剰量が発生し，生活排水処理施設の稼働率
低下が懸念される．	
(3) 一人当たりの管路延長 
 未普及解消のための施設整備を集合処理で行うか，分散処理で行うかの判断す
るに当たり，今後整備すべき地区の1人当りの管路延長は重要な判断基準になり
得る．これまでに用いてきた市町村の集合処理の一人当たりの管路延長は，当該
市町村で行われている公共下水道，特定環境保全公共下水道および農業集落排水
事業によって敷設された管路（雨水管路以外）の延長の合計を処理区域内人口の
総和で除して求めたものであり，当該市町村の集合処理全体の平均的な一人当た
りの管路延長といえる．より人口密度が高く処理人口1人当りの管路が短い効率
的な地区から事業が着手され，事業の進捗に伴って徐々に一人当たりの管路延長
が長いところまで事業が拡張されたものであり，今後整備する地区の1人当りの
管路延長はそれより長くなるものと考える．また，集合処理区域内の人口が減少
すれば，管路延長の合計は同じでも一人当たりの管路延長は長くなる．	
	 そこで，それらを勘案して2025年の時点の集合処理の拡張部分について，一人
当たりの管路延長を推計する．全国の公共下水道の処理区域内人口密度と拡張部
分の見かけの処理区域内人口密度から，市町村全体の平均管路延長と拡張部分の
管路延長比を1.5とし，人口減少率については日本の地域別将来推計人口 5)を用
いて市町村ごとに定めた．	
	 2025 年の時点での集合処理拡張部分の一人当たりの管路延長で市町村を区分
し，未普及解消のために必要な施設整備量（人口）を図4.19に示す．現在の全国
の市町村の集合処理区域内一人当たりの管路延長の平均4.4ｍ/人であるが，一人
当たりの管路延長が0〜4ｍの区分における市町村の要整備量は39万人と整備量
全体840万人の5％以下であり，人口密度が低い地区まで集合処理を拡張した市
町村で多くの要整備量が発生している．	
	 集合処理を全く行っていない「集合処理なし」の区分以外の市町村において，
要整備量をすべて集合処理区域の拡張で対応しようとした場合，必要な管路延長
は一人当たりの管路延長に要整備人口を乗じて求めることができる．そのように
して求めた管路延長の合計は91,254km であり，要整備量840万人を浄化槽で整備
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する場合には，5人槽を3人で利用すると5人槽を280万基整備することが必要
となる．	
	
 
4.4 2025 年までに未普及を解消するために必要な施設整備費用 
4.4.1 方法 
		集合処理を行っている市町村と行っていない市町村に区分し，行っている市町
村についてはさらに前節で求めた2025年時点での集合処理拡張区域の処理人口一
人当たりの管路延長で市町村を区分して，要整備量を求め，区分ごとに全体を集
合処理で整備する場合と分散処理する場合について各々整備費用を求めた．集合
処理については，管路費用は全体費用の7割を示すことから，管路敷設費用を求
めたのちに0.7で除して集合処理施設整備に係る全体経費とした．分散処理につ
いては浄化槽5人槽を3人で使用するものとして必要な基数を求め，単価を乗じ
て費用を求めた．管路の敷設費用単価，6.3万円/mおよび浄化槽の設置費用83.7
万円/基については，「持続的汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マ
ニュアル」7)の値を用いた． 
	 次に維持管理費および施設・設備の耐用年数を勘案した年間費用の算定を行う
こととし，地方公営企業年鑑を用い，現在事業実施中の公共下水道，特定環境保
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図4.19 集合処理の一人当たりの管路延長区分ごとの生活排
水処理施設要整備量
日本の地域別将来推計人口5)，汚水処理人口普及率6)を基に作成．
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全下水道および農業集落排水施設の平成 26 年度の実績を用い，管路延長区分ご
との維持管理費，資本費を求め，処理区域内人口で除して維持管理費および資本
費の単価を算定し，その単価を用いて未普及を解消し，維持管理を行っていくう
えで必要な年間費用を算定した． 
 
4.4.2  施設整備費の試算結果 
 各市町村で既存施設を有効に活用するために人口移動を行うことを前提とし
て，2025年までに未普及を解消するために必要な費用を，現在集合処理を行って
いる市町村と行っていない市町村で区分し，さらに集合処理を行っている市町村
については，2025年の時点の拡張部分の一人当たりの管路延長で0〜4ｍ，4〜8
ｍ，8〜12m，12〜16m，16〜20m，20ｍ以上の6区分し，区分ごとに全体を集合処
理で整備する場合と分散処理で処理する場合について費用を求めた．	
	 一人当たりの管路延長が0〜4ｍの区分では，要整備量39万人に相当する管路
延長は1,154km であり，管路敷設費用は727億円，集合処理全体で1,038億円を
要する．一方で，39万人分を浄化槽で整備する場合には13万基整備することが
必要であり，設置費用の合計は1,085億円で，この区分においては集合処理で整
備するほうが整備費は安い．	
	 同様に4〜8ｍの区分では，集合処理による整備11,959 億円に対し，分散処理
で整備する費用は6,600億円と分散処理のほうが安くなる．	
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表4.2 2025 年までに未普及を解消するための生活排水処理施設整備費 
 区分 
(m/人) 
要整備量 
（万人） 
管路延長 
（ｋｍ） 
管路敷設 
(億円) 
集合処理全体
（億円） 
浄化槽基数
（千基） 
浄化槽設置 
(億円） 
0-4 39  1,154  727  1,038  130  1,085  
4-8 237  13,288  8,372  11,959  789  6,600  
8-12 234  22,738  14,325  20,465  779  6,518  
12-16 111  15,330  9,658  13,797  371  3,102  
16-20 79  14,061  8,859  12,655  263  2,205  
20 以上 99  24,683  15,550  22,215  331  2,774  
集合処
理なし 
41  0  1,146  1,146  137  1,146  
合計 840  91,254  58,636   83,275 2,799 23,429 
※１ 管路敷設単価 6.3 万円/m，浄化槽設置費用 83.7 万円/基 
※２ 管路設置費用を70％，その他費用を30％として集合処理全体費用を求める． 
  
 これらの結果を図4.20にまとめた．施設の整備費そのものを比較すると，0-4
ｍの区分を除き分散処理のほうが安価であり，一人当たりの管路延長が長い区分
ほどその差は大きくなる．集合処理を行っていない区分については分散処理で行
い，その他の部分全体を集合処理で整備すると8兆 3275億円と全体を分散処理で
整備する費用の3.6倍が必要となる．	
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 しかしながら集合処理と分散処理の費用比較にあたっては，維持管理費を含め
た年間費用の比較が必要であり，設備設置費についても耐用年数を勘案すること
が適切であると考えられることから，改めて年間費用を算定し，比較する．	
 
4.4.3  年間費用の試算結果 
	 平成 26年度に事業を実施中の公共下水道，特定環境保全下水道及び農業集落排
水施設の個々の事業について，雨水管路以外の下水管路（合流管を含む）の延長
を処理区域内人口で除して処理区域内人口一人当たりの管路延長を求め，それに
より区分し，区分ごとの年間事業費を地方公営企業年鑑 4)により求めた（表
4.3）．集合処理の現在の一人当たりの管路延長の平均が4.4m/人であることから
わかるように0〜4ｍ区分の処理人口が一番多く5,721万人，次いで4〜8ｍ区分が
3,545万人であり，8〜12ｍ以上の区分になると566万人と大幅に減少し，長い区
分ほど処理区域内人口は少なくなるものの20ｍ以上の区分も49万人いる．ここ
で維持管理費，資本費ともに汚水処理費に加え，雨水処理費を除く他会計からの
受入れも含んだ額とした．ここで得られた管路延長区分ごとの維持管理費および
資本費単価の実績値を用い，未普及を解消し，それを維持していくための年間費
用を算定した．	
浄化槽の維持管理費については，「平成26年度汚水処理施設の効率的整備及び
維持管理に関する調査報告書」8)を用い，BOD除去型の5人槽のブロア交換等経
費，電力費等を含む年間維持管理費61,676 円/年を用い，3人で利用するものと
して一人当たりの年間維持費を求め，資本費については設備費83.7万円/基を耐
用年数の30年で除し，さらに利用人数の3人で除して年間の一人当たりの資本費
とした．	
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表4.3 集合処理施設の処理人口一人当たりの年間費用（平成26年度実績） 
  
処理区域内人
口一人当たり
の管路延長 
※１ 
処理区域内 
人口（万人） 
維持管理費 資本費 
全体※２ 
(百万円/年） 
処理区域内人
口一人当たり 
（円/年） 
全体※３ 
(百万円/年） 
処理区域内
人口一人当
たり 
（円/年） 
0-4m/人 5,721  397,708  6,952  729,737  12,755  
4-8 3,545  313,018  8,829  756,693  21,344  
8-12 566  78,502  13,873  191,148  33,780  
12-16 241  40,258  16,738  96,669  40,192  
16-20 100  18,554  18,587  44,372  44,451  
20 以上 49  12,181  25,042  28,077  57,719  
合計 10,221  860,221  8,416  1,846,697  18,067  
※１ 雨水管路は含まない     
※2，3 他会計からの受入れ（雨水を除く）を含む．   
地方公営企業年鑑 4)を用いて作成   
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	 一人当たりの管路延長が0〜4ｍの区分の市町村の年間費用は，全体を集合処理
で行った場合が76億円に対し，全体を分散処理で行った場合が116憶円と集合処
理のほうが安く，4〜8ｍの区分では集合処理，分散処理がほぼ等しいが，8〜12ｍ
以上の区分では，分散処理のほうが安くなっている．現時点で集合処理を行って
いない市町村は分散処理，集合処理を行っている市町村はすべて集合処理で未普
及を解消する場合の年間費用は3,977億円/年であるのに対し，全体を分散処理の
みで行った場合は2,507億円/年，両者を効率的に組合せた場合は2,468億円/年
（	29,400 円/人年）となる．	
	 これまでは分散処理に関し，５人槽を３人で利用する前提で試算を行ったが，
中型の浄化槽を組み合わせることによりさらに効率的な処理が可能になると考え
られることから，それらについても検討を行った．	
	 	
4.5 中型浄化槽を組み合わせることによる費用低減効果 
	 浄化槽の規模別の設置費用，維持管理費用を環境省の報告書から整理した（表
4.4，4.5）	
表4.4 浄化槽の規模別設置費用（万円/基） 
人槽 標準タイプ 窒素及びリン除去型 
5 83.7 113.7 
6～7 104.3 143.1 
8～10 137.5 193.2 
10～15 203.9 278.7 
16～20 278.6 428.7 
21～25 333.2 539.4 
26～30 406.6 627.0 
31～40 452.1 728.7 
41～50 573.7 839.7 
出典：平成 26 年度浄化槽整備計画策定支援調査業務報告書 9) 
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表4．5 浄化槽の規模別人槽当たり年間維持管理費（円）             
    点検・清掃・検査 電力・機器交換 合計 
  人槽   人槽当り   人槽当り   人槽当り 
BOD 除去型 
5 45,147  9,029  16,529  3,306  61,676  12,335  
7 52,162  7,452  20,514  2,931  72,676  10,382  
10 65,161  6,516  29,824  2,982  94,985  9,499  
窒素又はリン 
除去型 
5 45,147  9,029  17,621  3,524  62,768  12,554  
7 50,922  7,275  21,303  3,043  72,225  10,318  
10 63,564  6,356  26,984  2,698  90,548  9,055  
区分なし 
15 83,474  5,565    ※   8,565  
30 139,509  4,650    ※   7,650  
50 207,599  4,152    ※   7,152  
100 381,490  3,815    ※   6,815  
「平成26年度汚水処理施設の効率的整備及び維持管理に関する調査報告書」6)をもとに作成 
※	区分なしの15～100 人槽については，電量・機器交換費用が示されていなかったため、BOD
除去型，窒素又はリン除去型の値を参考に，人槽当たりの費用を3,000 円とした。 
	
	 浄化槽の規模別に，人槽当たりの年間維持管理費を図4.22にまとめた．維持管
理費は人槽が大ききなるほど安価になっており，100人槽では５人槽の６割弱と
なっている．	 	
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 表4.4および表4.5のデータをもとに，５人槽，30人槽および50人槽につい
て，人槽の６割すなわち，5人槽，30人槽および50人槽を各々3人，18人，30
人で使用した場合の一人当たりの年間費用を図4.23に整理した．浄化槽の規模が
大きくなると維持管理費の低減効果が大きく，5人槽と比較して30人槽は38％
減，50人槽は42％減となっている．設置費についても5人槽と比較すると30人
槽は19％，50人槽は31％低減しており，全体費用でみても各々32％，39％の削
減となっている．	
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図4.22 浄化槽の規模別年間維持管理費用
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図4.23 浄化槽の規模別の一人当たりの年間費用
設置費用（円）
維持管理費用（円）
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 未普及解消のために施設の整備が必要な地域は，可住地人口密度が低く，65歳
以上の人口割合が大きく，人口減少も大きい地域であり，ケース１，ケース2の
比較により，既に生活排水処理施設が整備されている地区への人口移動が有効な
効率化の方策であることを示した．しかしながら都市中心部への移住等に関して
は困難な場合も考えられる．そこで人口散在地域において，都市部に移住するの
ではなく集落単位等で共同住宅を整備し，中型浄化槽を導入することを組み合わ
せることにより未普及の解消とその後の効率的な維持管理が可能になるものと考
えた．	
	 中型浄化槽導入の効果を可視化するため，浄化槽規模別の年間費用を図4.24に
まとめた．	
	
	 集合処理の一人当たりの管路延長区分ごとの年間費用を施設整備費（黒色），
維持管理費（白色）の積み上げ棒グラフで示している．浄化槽については，集合
処理と異なり年間費用は設置場所によらず一定として，５人槽については点線，
30人槽については破線，50人槽については１点破線で示した．前述のように全て
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一人当たりの管路延長（m/人）
図4.24 一人当たりの生活排水処理に係る
年間費用（施設整備＋維持管理）
汚水処理人口普及率6)，平成26年度汚水処理施設の効率的整備促進及
び維持管理に関する調査報告書8)を基に作成．
施設整備費
維持管理費
浄化槽（５人槽）
浄化槽（30人槽）
浄化槽（50人槽）
 
 
109 
５人槽を使用することを前提にした場合は，一人当たりの管路延長が8ｍを超え
るあたりで分散処理の費用が低くなるが，30人槽，50人槽の場合には4〜8ｍで
も分散処理の年間費用が低くなっている．	
	 このことから，中大型浄化槽の活用は，未普及の解消に活用するだけでなく，
既設の集合処理区域内で人口減少のために飛び地のように残された地域に適用す
ることにより集合処理本体の効率化に資する可能性もあると考えられる．	
	 浄化槽の年間費用と集合処理の年間費用を比較すると，浄化槽は5人槽の場合
年間費用の約8割を維持管理費，集合処理（管路延長4〜8ｍ）の場合は維持管理
費の割合は23％と逆に資本費の割合が大きくなっている．一般に集合処理と分散
処理の費用比較を行う場合に，耐用年数まで施設を利用することを前提に比較さ
れるが，耐用年数前に使用されなくなった場合に，その後の維持管理費はかから
なくなるものの資本費分の負担は残る．したがって分散処理で処理を行おうとす
る場合には，耐用年数後の利用人口についても十分留意することが必要と考え
る．また，分散処理については維持管理の効率化のための技術開発や制度を検討
することにより国内だけでなく国外でもその活躍の余地を広げることが可能にな
るものと考える．	
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4.6 まとめ	
	 第４章では，人口減少が生活排水処理施設の整備・維持管理に与える影響に着
目し，各市町村の人口動態等を勘案したうえで2025年に汚水処理人口普及率
100%を達成するために必要な生活排水処理施設の整備量，ならびに施設整備およ
びその後の維持管理に係る年間費用をすべて集合処理で整備した場合とすべて分
散処理で整備した場合に分けて求め，人口減少の影響について考察した．	
概ね10年後の2025年に未普及を解消するための試算では，人口が減少してい
ることから，直ちに未普及を解消するために必要な1,323万人分の施設より少な
い840〜1,242 万人の間であり，市町村内で既存の施設を有効活用するために既設
地域への人口誘導策を図ることにより，整備量を最大3割程度小さくすることが
可能であることを明らかにした．さらに整備が必要な市町村に関しては，100万
人都市，可住地人口密度が60人/ha以上，集合処理施設の一人当たりの管路延長
2ｍ未満など人口が集中している地区においては既に整備が進んでおり，新たな整
備量は小さいこと，人口集中度合が小さな市町村，地区では整備が必要であると
ともに人口減少率が大きいこと等を明らかにし，施設整備費を考えた場合には集
合処理区域を拡張しようとする区域の一人当たりの管路延長が4ｍを超えると分
散処理のほうが整備費は安く，耐用年数，維持管理費を勘案した年間費用につい
ても一人当たりの管路延長が8ｍを超えると分散処理のほうが有利であることを
明らかにした．	
これらの結果，考察を踏まえ，人口増加時代の生活排水処理対策である集合処
理の区域拡張と分散処理の普及から，汚水処理人口普及率90％，人口減少時代に
適応した対策へ転換を図るため，以下の3つの対策が重要と考える．	
【対策１】将来の人口減少を考慮して集合処理計画を適正に見直す．	
人口減少の進行に伴い，新設管路の耐用年数内に大幅に利用率が低下する地域
において早期に計画を見直す．これにより，これまで集合処理計画区域内で単独
処理浄化槽の転換をしてこなかった世帯において合併処理浄化槽への転換が図ら
れ，既に合併処理浄化槽を設置した世帯からの接続への負担に対する行政への不
信もなくなる．	
無理な区域拡張は未接続，未利用の点からも問題である．	
【対策2】未普及地域から集合処理既設地域への人口移動（コンパクト・シティ
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化）	
	 未普及解消のための施設整備量を大幅に削減できるだけでなく既設施設の稼働
率低下を防止できる．コンパクト・シティの推進により他の社会基盤施設の人口
減少対策にも資する．	
【対策３】戸別分散型のみならず複数戸をまとめた分散型生活排水処理施設の活
用（中型浄化槽の活用）	
	 5人槽の代わりに50人槽を利用することにより39％の費用削減が図られる．対
策2の市町村中心部への人口移動が無理でも集落単位の共同住宅建設，独居老人
の移動等により未普及の早期解消だけでなく福祉の向上にも役立つ．	
	
	
 
	    分散処理 
（合併処理浄化槽） 集合処理 
区域拡張の停止 
人
口
減
少 
集合区域への人口移動 
中大型
浄化槽
の活用 
図4．23 未処理対策の概念図 
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第５章 人口減少における生活排水処理システム概成のためのシナリオ分析 
 
5.1 はじめに 
わが国の汚水処理人口普及率は平成 28 年度末（2016 年）に 90％を突破した 1)．
しかし，依然として未普及問題の解消には至っておらず，国土交通省，農林水産省
及び環境省は，2014 年 1 月に「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県
構想策定マニュアル」2)をとりまとめて都道府県に示し，10年程度を目途に生活排
水処理施設の未普及地域の解消を目指すこととしている．	
一方で，我が国の人口は平成27年の国勢調査（2015年 10月 1日現在）で初め
て減少に転じ，市町村別にみると1,719市町村のうち増加が300市町村，減少が
1,419市町村と，多くの市町村において人口が減少している 3)．	
さらに，国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成	
25（2013）	年３月推計）」4)では，2020～25	年以降はすべての都道府県で人口が
減少し，2040	年にはすべての都道府県で	2010	年の人口を下回り，約７割の市町
村で	2010	年に比べ２割以上減少することが示されている．	
かつては人口の増加に対応して生活排水処理システムの整備を加速することが
重要な課題であった．しかし，人口減少時代を迎えて多くの社会基盤施設と同様
に生活排水処理システムにおいても人口減少への対応が急務となってきている．
特に現在整備が進んでいる集合処理システムの当初計画は人口増加を前提として
立案されており，生活排水処理システムを概成させるにあたっては，適切に計画
を見直す必要がある．	
第４章で明らかにしたように，概ね10年後の2025年にわが国の未普及問題を
解消するためには，現状において未普及を解消するために必要な1,323万人分の
施設ではなく840〜1,242 万人分の施設の整備を図る必要があり，市町村内で既存
の施設を有効活用するために既設地域への人口誘導策を講じることにより整備量
を3割程度小さくすることが可能である．いわゆるコンパクト・シティ化は人口
減少時代に検討すべき重要な施策であるものの，実現に向けて課題が山積する．	
	 一方，現行の生活排水処理システム計画を計画の前提である人口変化にあわせ
て適切に見直すことは，生活排水処理システムの概成をめざすために必要不可欠
である．しかしながら，この問題に焦点をあてた既往研究は少ない 5,6)．また，こ
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のときに考慮すべきは第4章で示した生活排水処理システム余剰量の概念であ
り，2025年に概成して以降も減少する人口を前提として，生活排水処理システム
の建設と維持管理のために必要な費用を長期的に最小化する観点から生活排水処
理システムの経営分析を行なう必要がある．しかし，このような分析事例は皆無
である．	
	 そこで本章では，人口減少が進んでいる宮城県大崎市の古川地区をモデル地区
として，現行の生活排水処理システム整備計画を見直すためのシナリオを作成
し，将来の人口減少をふまえて効率的に生活排水処理システムを概成するための
方法を検討した．	
	
5.2 方法 
5.2.1 モデル地区の概要 
	 モデル地区としては，人口減少が進んでいる宮城県大崎市の古川地区を選定した．
大崎市の 2015 年の総人口は総務省統計局が 2016 年 10 月 26 日に公表した国勢調
査結果 3)によると 133,391 人であり，5 年前と比べると 1.3％減少した．国立社会
保障・人口問題研究所「将来推計人口(2013 年 3 月推計)」4)によると今後 2015 年
から 2040 年までには 22.7％減少し，約 10.3 万人となる見込みである． 
 
表5．1 宮城県大崎市の人口予測 
年度 2005 
(H17) 
2010 
(H22) 
2015 
(H27) 
2020 
(H32) 
2025 
(H37) 
2030 
(H42) 
2035 
(H47) 
2040 
(H52) 
人口(人) 138,491 135,147 133,391 126,866 121,122 115,333 109,407 103,150 
出典：日本の地域別将来推計人口 4) 
 
	 大崎市の生活排水処理に係る基本構想「大崎市下水道基本構想」は，平成	18	年	
3	月の合併前に「宮城県生活排水処理基本構想	平成15年 3月」の一環として旧市
町で策定した計画を引き継いだが，人口減少や高齢化の本格化，社会構造の変化な
ど，生活排水処理施設整備を取り巻く諸情勢が大きく変化していることを受けて平
成21年度に見直された． 
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図5.1 大崎市下水道事業基本構想図（平成21年）	
 
図5.2 大崎市古川地区の下水道基本構想図（平成21年） 
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図5.3 大崎市古川地区の下水道基本構想図（図5.2を GISにて作図） 
 
	 モデル地区として選定した大崎市古川地区の下水道基本構想を図 5.2 に，それを
GIS にて作図したものを図 5.3 に示す．古川地区では集合処理（下水道，農業集落
排水処理）と分散処理（浄化槽）により生活排水処理システムを概成する予定であ
り，かつ古川地区の人口も減少が予想されている． 
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5.2.2 生活排水処理システム概成シナリオの設定 
	 第４章の結果をふまえ，本章では人口減少を考慮した集合処理と分散処理の適
正配置について考える．2025年までに生活排水処理システムを概成するためのシ
ナリオを以下に記す．	
	
表5.2 生活排水処理システムを概成するためのシナリオ 
シナリオ① 現行の計画通りに集合処理・分散処理（5人槽）の整備を進めて概成す
る． 
シナリオ② 計画区域を 2025 年の人口密度を指標として見直し，計画区域の人口密
度がある人口密度 P以上の場合は集合処理，低い場合は分散処理（5人
槽）で整備する．  
シナリオ③ 計画区域をシナリオ②の通り見直すが，分散処理で整備する区域の分散
処理方法としては 5人槽，30人槽，50人槽の浄化槽で対応する． 
	
	 なお，浄化槽は住宅の延べ面積によって処理対象人員（人槽）が算定されるた
め，分散処理においても実際には5人槽以外に7人槽，10人槽等が活用される
が，シナリオ分析①，②においては未処理人口分を分散型で処理する場合の費用
を算出して集合型で整備した場合との比較を行なうため，分散型で整備する場合
の費用が過小に評価されないよう，5人槽で整備する設定とした．後述するよう
に，人槽が増加しても資本費，維持管理費が人槽増加に相当する割合（例えば5
人槽に対して10人槽であれば２倍）で増加する訳ではないので，このような設定
を行なった．	
	
5.2.3 人口データ 
	 本検討では，検討対象地区を100mメッシュで解析した．人口に関するデータは
国土交通省	 国土技術政策総合研究所「将来人口・世帯予測ツール（ver．1．2	
試行版）」7)を用いた．同ツールのプログラムによって、丁目字別の人口を国土数
値情報「平成21年土地利用細分メッシュ」の100mメッシュに割り当てた．	
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5.2.4 集合処理システムの分析 
	 集合処理システムを整備した場合の費用は，資本費と維持管理費に大別され
る．その中で資本費は処理施設と管路の建設にかかる費用を意味するが，管路の
建設にかかる費用が相対的に大きく，集合処理整備における管路延長を正確に見
積もることが重要である．また後述するように，集合処理システムの管路延長と
資本費，維持管理費の実績値には比例関係があり，この関係を用いれば費用を解
析することが容易である．そこで，集合処理システムの整備にかかる費用は，最
初に概成に必要な管路整備量を求め，それを基に「持続的な汚水処理システム構
築に向けた都道府県構想策定マニュアル」（平成	26	年 1	月，国土交通省，農林
水産省，環境省）2)に示されている費用関数，および「地方公営企業年鑑」8)に示
される下水道関係のデータを基に解析した実績値を使って費用を求めた．	
(1) 管路延長の推定 
	 集合処理に必要な管路延長は，人口密度を基に算出した． 地方公営企業年鑑 8)
のうち，公共下水道を単独で行っている事業体の処理区域内人口密度と一人当た
りの管路延長とから回帰式を得た．この回帰式を用いてメッシュデータの2025年
における人口密度を基に管路延長を推定した．推定結果の精度に関しては管路デ
ータが公開されている富田林市のものを用いて2010年現在の人口から精度よく推
定できることを確認した．	
(2) 資本費，維持管理費の推定 
	 マニュアル 2)に掲載されている費用関数は以下の通りである．	
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表5．3 生活排水処理システムの整備にかかる費用の算定方法 
出典：持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル 2) 
	
	 一方，集合処理整備における資本費および維持管理費の実績値に関しては以下
の通り解析した．まず，地方公営企業年鑑に示される集合処理に関わるデータを
基に，他会計を含む建設費および維持管理費を算出した．	
	 古川地区（大崎市に合併する前の古川市）のデータの一例を表5.4に示す．こ
のようなデータから集合処理の種類（下水道，農業集落排水施設等）の区別はせ
ず，管路総延長350㎞以内の団体を集め，その資本費，維持管理費と管路延長の
関係を求めた．結果を図5.4および図5.5に示す．	
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表5.4 生活排水処理にかかわる地方公営企業年鑑データの抜粋（古川地区） 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	 																																																															（続き）	
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図5.4 集合処理における管路延長と資本費の関係 
図 5.5 集合処理における管理延長と維持管理費の関係 
	
	 なお，この図は管路総延長で10㎞毎に団体を区分し，それぞれの区分の資本費
と維持管理費の平均値から回帰式を得ている．		 	 	
	 	資本費（千円）=3,099×管路総延長(㎞)	 	 										 	 								（5-1）	
	 	維持管理費（千円）=1,676×管路総延長(㎞)	 	 	 															（5-2）	
	 維持管理費については270㎞以上280㎞未満の区分でその前後の区分の３倍以
上の費用であったため，回帰式を求める際には外れ値として除外した．	
	 このような整理をした上で，ケース①資本費，維持管理費ともマニュアルを用
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いて算定，ケース②資本費はマニュアル，維持管理費は実績回帰式，ケース③資
本費，維持管理費とも実績回帰式，の３ケースで費用を計算して比較した．	
	
5.2.5 分散処理システムの分析 
	 分散処理システムを整備した場合の費用も，資本費と維持管理費に大別され
る．また具体的に設置する箇所の条件等によって費用は異なるが，ここでは１基
あたりの費用は資本費，維持管理費とも一定とし，総費用はその値に整備する基
数を乗じて求めた．	
(1) 整備基数の推定 
	 浄化槽については人口密度の条件に一致するメッシュ毎に5年ごとに世帯数か
ら必要な基数を計算した．5人槽は2010年時点で0基とし，全て新設とした．
2025年人口を基準に必要な整備量を算出し、2011～2015年，2016～2020年にそ
の約1/3基ずつ段階的に整備し2025年に概成することとした．なお前節に示す
50人槽については後述の5人槽との経済比較の観点から2010年時点で新設する
こととした．	
(2) 資本費および維持管理費用の推定 
	 資本費は5年ごとの基数の見直しで増設が必要な場合に追加で設置費用を積み
上げた．また，維持管理費は5年ごとに基数×6.5万円/基の維持管理費を積み上
げた．そして，それぞれの総費用を供用年数31年で除して平均の年間費用として
集合処理と比較した．	
	
5.2.6 中規模分散処理システムの分析 
(1) 資本費および維持管理費用の推定 
	 分散処理システムとして5人槽に加えて30人槽，50人槽を用いる場合の設置
費用に関しては，第４章において解析した結果から，それぞれ83.7万円/基，
406.6万円/基，573.7万円/基を用いた．なお，資本費としては30年間の償却期
間として１年当たり2.8万円/基，13.6万円/基，19.1万円/基である．	
	 一方，維持管理費も第４章において解析した結果を基に，１年当たり5人槽で
は6.2万円/基，30人槽では23.0万円/基，50人槽では35.8万円とした．	
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(2) 中規模分散処理システムの整備条件 
	 小規模分散処理システムである5人槽に加えて，中規模分散処理システムの30
人槽，50人槽も活用して整備するにあたって，どのように配置を行なうかについ
ては以下のように考えた．	
	 5人槽の分散処理システムを整備するにあたっては世帯を基本単位として整備
基数を求めたが，中規模分散処理システムを整備するにあたっては基本的に複数
の世帯をまとめた処理となる．しかし世帯をまとめる際に広域でまとめると管路
が必要となり，分散処理システムのメリットが消失する．そこで今回は丁目字を
基本単位とし，その人口を50人槽で整備する場合に何基必要かという計算を行な
った．ただし，償却期間を30年とするとその間に起こる人口減少によって5人槽
で整備した場合と比べて費用が高くなる場合も想定される．そこで，あらかじめ
償却期間を30年としたときに，5人槽を3人で使用（使用人員を人槽の6割と想
定）ときよりも一人当たりの処理費用が安くなる50人槽の人員を計算し，それ以
上の人員を2010年（計算の開始年）において確保できる場合に50人槽を設置す
ることとした．簡単のため，2010 年と 2040 年の使用人員のみを考慮して検討し
た．2040 年時点で地区の人口が 50 人槽の使用人員の上限(35 人と仮定)を下回る
場合には，2010 年の使用人員から 2010 年での年間費用/人を算定し，この費用と
2040 年時点での年間費用/人との平均値が 5 人槽 3 人使用の年間費用/人と等しく
なるように，2040 年での年間費用/人を求めた．その際の使用人員を設置に必要
最低限な人口として，対象地区の 2040 年人口と比較し設置の可否を判定した．
設置条件の考え方をまとめたものを図5.6に示す．また複数の 50 人槽が設置可
能な場合は，2040 年人口を 50 人槽の使用人員上限値で除して切り上げ，設置可
能な基数（A）を仮定し，2040 年での 1 人当たり年間費用を算出した．その費用
と 2010 年時点での 1 人当たり年間費用との平均値が 5 人槽 3 人使用の 1 人当た
り年間費用を下回るために必要な 2010 年時点での平均使用人員を求めた．求め
た平均使用人員×基数（A）を対象地区の 2010 年人口が上回る場合に設置する基
数を基数（A）とした．なお今回の解析では下回る場合はなかった．	
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図5.6 中型浄化槽を活用するにあたっての考え方の概念図 
 
5.3 結果および考察 
5.3.1 資本費および維持管理費の計算方法の違いが結果に及ぼす影響 
	 以下の表に計算結果の一例を示す．ここで，TYPE１，２，３はそれぞれ公共下
水道，農業集落排水施設による集合処理が計画されている地区の区別を表し，
ZONEはメッシュデータの地区番号を示している．集合処理計画区域における生活
排水処理施設概成のための新規の管路整備量は公共下水道で140.7km，農業集落
排水施設で59.7km，計 200.4km となり，既整備量201.0km とほぼ同量である．	
	 この整備にかかる費用をマニュアルおよび実績値によって計算した場合の違い
を表にまとめた．	
表5.5 古川地区集合処理計画区域内で未処理を解消するためにかかる費用 
資本費 マニュアル マニュアル 実績値 参考：浄化槽で
整備した場合 維持管理費 マニュアル 実績値 実績値 
費用（万円/年） 45,747 70,341 95,690 101,665 
	
	 この結果から分かるように，マニュアルは実績値よりもだいぶ安く見積もる傾
向がある．またZONE別に見ると，マニュアルによる算定費用よりも浄化槽で整備
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した方が安くなる地区もあり（実績値であればさらに浄化槽有利），新規の管路
整備量が短く，一人当たりの管路延長が長い地区でその傾向大きかった．	
	
表5.6 処理区域別の年間生活排水処理費用 
	
 
5.3.2 集合処理計画区域の整備費用に及ぼす影響 
	 次に，集合処理区域を統合して既存施設を有効活用する場合の実績値によって
見積もった場合の違いを比較する．	
表5.7 古川地区集合処理計画区域内で未処理を解消するために 
処理区域の統合を行なう場合の費用 
	
	現行の処理区域を見直す（統合，および統合しない区域の浄化槽による整備）こ
とで費用削減が可能となり，削減効果は2.8％であった．	
さらにシナリオ②により積極的に計画を見直す場合の費用を比較する．表5.8か
ら分かるように古川地区の場合，30人/haにあたりに適正配置の分岐点があり，
それ以上の人口密度を集合処理で，それ以下の人口密度を分散処理で行なうこと
で費用が最小化される結果を得た．	
条件:2025年人口密度 0 人/ha以上
計算方法① 計算方法② 計算方法③
TYPE ZO N E 新規整備量(㎞)
建設費：マニュアル
維持管理：マニュアル
建設費：マニュアル
維持管理：実績回帰式
建設費：実績回帰式
維持管理：実績回帰式
統合する→A
統合しない→B
1 1 117.1699 5.11965 ¥293,221,183 ¥427,874,655 ¥559,486,290 ¥0 ¥751,097,490 A
1 2 11.45836 6.193004 ¥44,724,334 ¥47,057,293 ¥54,713,660 ¥0 ¥62,802,290 A
1 3 3.065408 15.08419 ¥11,289,419 ¥13,021,718 ¥14,637,324 ¥0 ¥7,417,452 B
1 4 5.055359 15.57844 ¥16,118,687 ¥19,900,846 ¥24,139,337 ¥0 ¥12,278,206 B
1 16 0.790381 8.347924 ¥5,755,306 ¥5,086,676 ¥3,774,071 ¥0 ¥3,254,710 B
1 17 0.1976 8.348101 ¥2,442,592 ¥1,982,517 ¥943,538 ¥0 ¥813,677 B
1 90 2.33945 16.20791 ¥9,059,338 ¥10,269,600 ¥11,170,874 ¥0 ¥5,475,581 B
1 91 0.668382 16.20714 ¥3,847,418 ¥3,803,185 ¥3,191,526 ¥0 ¥1,564,452 B
下水道 計画通り 140.7448 ¥386,458,277 ¥528,996,491 ¥672,056,621 ¥844,703,858
単一区に 140.7448 ¥338,885,357 ¥505,780,445 ¥672,056,621 ¥0 ¥844,703,858
選択的に統合 128.6283 ¥318,410,161 ¥467,530,953 ¥614,199,951 ¥30,804,077 ←統合しない区域を浄化槽とした場合
2 1 ¥0 ¥0 ¥0
2 2 ¥0 ¥0 ¥0
2 3 ¥0 ¥0 ¥0
2 6 0.33625 15.86084 ¥523,357 ¥1,023,300 ¥1,605,593 ¥0 ¥803,194
2 8 ¥0 ¥0 ¥0
2 90 24.21026 11.52403 ¥46,178,264 ¥78,949,687 ¥115,604,004 ¥0 ¥76,266,371
3 4 7.857892 12.22295 ¥17,299,123 ¥27,085,111 ¥37,521,437 ¥0 ¥24,022,248
3 5 13.24096 13.21559 ¥23,809,247 ¥42,279,284 ¥63,225,593 ¥0 ¥36,203,232
3 6 2.353216 15.53073 ¥5,830,427 ¥8,532,081 ¥11,236,606 ¥0 ¥5,615,252
3 7 6.330172 14.74087 ¥13,578,130 ¥21,607,908 ¥30,226,571 ¥0 ¥16,824,445
3 8 5.324693 16.27799 ¥11,367,996 ¥18,148,326 ¥25,425,411 ¥0 ¥12,215,645
農集 計画通りに 59.65345 ¥125,457,354 ¥205,170,610 ¥292,459,237 ¥0 ¥171,950,387
総和 計画通りに 200.3983 ¥511,915,631 ¥734,167,101 ¥964,515,857
下水道を単一区に 200.3983 ¥464,342,711 ¥710,951,055 ¥964,515,857
下水道を選択的に統合 188.2817 ¥443,867,514 ¥672,701,563 ¥906,659,187 ¥30,804,077
集合処理費用/年 計画区域内
0人/ha未満
浄化槽費用
/年
参考：未整備地区
全域浄化槽の場合
新設部分
1人当たり
管路延長
統合する区域
 現行計画 
（集合処理のみ） 
選択的に統合し，統合しない区域は浄化槽 
とする場合（計画の見直し） 
集合処理 統合しない区域を
浄化槽により整備 
計 
費用（万円/年） 95,690 89,905 3,080 92,985 
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表5.8 計画区域を2025年の人口密度を指標として見直した場合の費用 
注）計画区域の人口密度がある人口密度 P以上の場合は集合処理，低い場合は分散処
理（5人槽）で整備する．	
	
5.3.3 分散処理において中規模施設（50人槽）を活用する場合の費用 
	 集合処理計画区域の整備を全て浄化槽で行なうと仮定し，5人槽のみと，5人槽
と50人槽を用いる場合とでの費用の違いを推定した．なお，表5.5に参考値で示
した5人槽ですべて整備する場合の費用は101,665 万円であるのに対し，今回の
試算では2,027,819 万円/31年＝65,414 万円/年であるのは，前者が世帯を基本単
位として計算したのに対し，後者は人口を基本単位としたことと、維持管理費が
6.5万円(マニュアル)の前者と6.2万円(４章で示した実績値）を用いた後者の違
いによると考えられる．使用人員の上限は人槽に対して7割とした．	
	 50人槽も活用して整備する場合，5人槽整備基数は536基，50人槽整備基数は
829基となり，費用は42,828 万円/年となり，年間の経費は6割弱に減少する．
なお5人槽は2040年時点で6基となり，2040年では50人槽のみでほぼ全て賄え
ることになる．	
	 ただし，下水道で整備した方が効率が良い地区も浄化槽で整備する試算となっ
ていることには注意を要する．	
表5.9 5人槽のみの場合と50人槽を活用した場合の費用比較 
	
維持管理費 現行計画 
（集合のみ） 
2025 年の人口密度が下記以上の地区を集合で， 
それ以外は分散で整備 
20人/ha 25 人/ha 30 人/ha 35 人/ha 40 人/ha 
集合（万円/年） 95,690 56,189 52,036 43,391 39,817 30,775 
分散（万円/年）      0   22,815 26,423 34,592 38,773 49,765 
計（万円/年） 95,690 79,004 78,458 77,983 78,590 80,540 
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5.4 まとめ 
	 本章では，人口減少が進んでいる宮城県大崎市の古川地区をモデル地区とし
て，現行の生活排水処理システム整備計画を見直すための３つシナリオを作成
し，将来の人口減少をふまえて効率的に生活排水処理システムを概成するための
方法を検討した．	
シナリオ①	 現行の計画通りに集合処理・分散処理（5人槽）の整備を進めて
概成する．	
シナリオ②	 計画区域を100m×100ｍのメッシュで区分し，2025年の人口密度
を指標として見直す．人口密度がある人口密度P以上のメッシュは
集合処理，低いメッシュは分散処理（5人槽）で整備する．	 	
シナリオ③	計画区域をシナリオ②の通り見直すが，分散処理で整備する区域の
分散処理方法としては5人槽，30人槽，50人槽の浄化槽で対応す
る．	
集合処理システムの整備にかかる費用は，マニュアルに示されている費用関
数，および地方公営企業年鑑に示される下水道関係のデータを基に解析した実績
値を使って費用を資本費と維持管理費に区分して求めた．また，分散処理システ
ムを整備した場合の費用は，ここでは１基あたりの費用は資本費，維持管理費と
も一定とし，総費用はその値に整備する基数を乗じて求めた．	
シナリオ①については，集合処理区域の一部を統合して既存施設を有効活用
し， 統合しない区域の浄化槽による整備することで費用削減が可能なことを明ら
かにした．	
シナリオ②については，30人/ha(概ね一人当たりの管路延長が7ｍ/人)以上の
メッシュを集合処理，それ以下の場合を分散処理とした場合に全体費用が最小で
あり，現行の集合処理計画区域の一部を縮小することによりコスト削減が可能な
ことを明らかにした．	
シナリオ③については，5人槽だけで整備を行う場合と50人槽を適切に組み合
わせて整備する場合の年間費用を比較し，コスト削減効果を明らかにした．	
	 人口増加時代の生活排水処理対策である集合処理の区域拡張と分散処理の普及
から，汚水処理人口普及率90％，人口減少時代に適応した対策へ転換を図るた
め，前章で提案した以下の3つの対策の有効性が，上記結果からも検証された．	
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【対策１】将来の人口減少を考慮した集合処理計画の適切な見直し	
【対策2】未普及地域から集合処理既設地域への人口移動（コンパクト・シティ
化）	
【対策３】戸別分散型のみならず複数戸をまとめた分散型生活排水処理施設の活
用（中型浄化槽の活用）	
	 	
 
 
129 
第５章参考文献	
1)	環境省，国土交通省，農林水産省(2017)：平成28年度末の汚水処理人口普及状
況について(平成29年 8月 23日)	
2)国土交通省，農林水産省，環境省：持続的汚水処理システム構築に向けた都道
府県構想策定マニュアル（平成26年 1月）
[http://www.env.go.jp/recycle/jokaso/data/prefectures/manual.html]	（参
照：環境省浄化槽サイト，平成30年 1月 5日）	
3)総務省統計局（2017）：平成27年国勢調査
[http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/kekka.htm]	（参照：平成30年 1月
5日）	
4)	 国立社会保障・人口問題研究所(2013):日本の地域別将来推計人口（平成	 25
（2013）年３月推計）	
5)柴田貴昭，細井由彦，城戸由能，木村晃（1997）:経済性から見た小規模地域に
おける生活排水処理施設の整備計画手法に関する研究，環境工学研究論文集,	34,	
pp.267-278	
6)安達明久，山本公敏，小川浩（2015）：汚水処理事業における経営分析的アプ
ローチ，用水と廃水，57(9)，pp.671-686	
7)国土交通省国土技術政策総合研究所：将来人口・世帯予測ツール（ver.1.2 試
行版）	
[https://www.geospatial.jp/ckan/dataset/cohort]	（参照：平成30年 1月 5
日）	
8)総務省自治財政局：地方公営企業年鑑
[http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei_kessan.html]	（参照：
平成30年 1月 5日）	
	
 
 
130 
第6章 総括および展望 
 
6．1 本研究の総括 
我が国の生活排水の処理は，下水道，農業集落排水施設，浄化槽等様々な施設
を組み合わせて進められ，施設の整備率である汚水処理人口普及率は平成28年度
末には90％を突破した．それぞれの施設は，都市部の雨水排除，農村の基礎的な
生活環境の向上，し尿の適正処理による公衆衛生の向上などそれぞれの目的に加
え，公共用水域の水質保全という共通の役割を担っている．機能面でみると下水
道，農業集落排水等の生活排水を管渠で集めて終末処理場まで輸送し，まとめて
処理する集合処理方式と戸別，棟別に浄化槽を設ける分散処理方式に大別され，
人口密集地域では集合処理方式が効率的であり，人口散在地域では分散処理が有
利であるとされてきた．また，浄化槽の技術が未成熟な時代には，水質面での優
劣が議論されることも多く，下水道が恒久施設であり，浄化槽は下水道が整備さ
れるまでの間に合わせとして捉えられることもあった．	
これまで，数多くの関係者の尽力により，増加する人口に対応すべく各種施設の
整備が進められ、汚水処理人口普及率が90％を超える状況に至ったが，施設の整
備率である汚水処理人口普及率と実際の処理人数をベースとした汚水衛生処理率
では約5％の差があり，統一的指標である汚水処理人口普及率だけでは実際の生
活排水の未処理の実態把握および効率的な対策実施には不十分であること，人口
が増加している間は整備目標を達成した後には新たな目標に向けてさらなる施設
整備を行えばよかったが，人口減少が進む中，施設整備までの期間や整備後の耐
用年数も勘案した対応が必要と考えられたことから，生活排水処理の未処理の早
期解消とその後の持続可能な生活排水処理システムの構築に向けて必要な研究を
行った．	
第２章では，まず下水道，浄化槽および農業集落排水について個々の整備の経
緯を整理するとともに，それらの施設が入り乱れて整備されてきた都市部以外に
おける各種集合処理施設の整備の経緯を整理することにより研究課題の整理を図
ることとした．その結果，集合処理が大都市部から小規模市町村や大規模市町村
周縁の人口密度の低い地区にまで拡張され，1990年代後半から2000年初頭に盛
んに供用開始された特定環境保全公共下水道や農業集落排水施設の整備は，未普
 
 
131 
及の解消に向けて大きく貢献したが，これらの地域は人口減少が著しい地域でも
あり，今後の人口動向を勘案して持続可能な汚水処理を維持するために特に検討
が必要な地域と考えた．	
第３章では，生活排水の未処理問題に焦点をあて，生活排水処理施設が整備さ
れておらず利用できる状態となっていない「未普及人口」と，生活排水処理施設
が整備されているにもかかわらず利用していない「未利用人口」，それらをあわ
せた生活排水の｢未処理人口｣を各種の生活排水処理施設に関する公表データより
算出し，生活排水処理施設整備の歴史を踏まえて現状を人口密度や高齢化率など
の地域特性との関係で解析し，未処理解消の課題を考察した．その結果，未普及
解消については，人口・人口密度が小さい市町村ほど進んでおらず，それらの市
町村では65歳以上の人口割合が大きく人口減少も大きいことが考えられた．未利
用人口については，未処理に占める未利用の割合が年々増加しており，2014年度
には31％まで上昇し，その直接的な原因である集合処理の未接続率については，
一人当たりの管路延長が長いほど大きくなること，未接続率が10％を下回るのに
は供用開始後30年程度要すること等を明らかにし，特に人口規模が小さな市町
村，人口の集中度合が低い市町村が脆弱であり，今後，人口の減少の進展に伴う
コスト上昇への対応が急務と考えた．単独処理浄化槽に関しては2001年の原則新
設禁止以降，年々利用人口が減少してきたものの未だに1,200万人以上の利用者
があり，未処理人口に占める単独処理浄化槽処理人口の割合は2014年度には
60％に達しており，集合処理区域内に残存する単独処理浄化槽は未利用人口解消
の大きな障害となっていること，可住地人口密度が高い市町村の未普及，未利用
の主要因となっていることを明らかにした．これらのことより，未処理解消が喫
緊の課題となっている地域は，人口，可住地人口密度が小さく，65歳以上の人口
も多く，人口減少が大きい地域であることから，施設整備後の財政負担など生活
排水処理を持続可能とするための人口減少への配慮が特に必要であることを明ら
かにした．	 	
第４章では，各市町村の人口動態等を勘案したうえで2025年に汚水処理人口普
及率100%を達成するために必要な生活排水処理施設の整備量ならびに施設整備お
よび維持管理に係る年間費用を集合処理で整備した場合と分散処理で整備した場
合に分けて求めるとともに，人口減少の進行に伴って現行の生活排水処理施設の
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能力を下回った場合にはその差を生活排水処理施設の能力の「余剰量」と定義
し，人口減少による稼働率低下の影響についても考察した．2025年までに未普及
を解消するために全国で必要な施設整備量は，840〜1,259 万人の間であり，市町
村内で既存の施設を有効活用するために既設地域への人口誘導策を図ることによ
り整備量を最大3割程度小さくすることが可能であることを明らかにした．ま
た，耐用年数，維持管理費を勘案した年間費用は一人当たりの管路延長が8ｍを
超えると分散処理のほうが有利であり，今後整備が必要な市町村の多くは一人当
たりの管路延長が8ｍを超えることから，我が国全体で考えると分散処理主体の
整備を進めることが，コスト面からも未普及解消の迅速性の観点からも適切であ
ると考えられる．これらの結果・考察を踏まえ，人口増加時代の生活排水処理対
策である集合処理の区域拡張と分散処理の普及から，汚水処理人口普及率90％，
人口減少時代に適応した対策へ転換を図るため，以下の3つが重要であると考え
る．	
【対策１】将来の人口減少を考慮した集合処理計画の適切な見直し	
【対策2】未普及地域から集合処理既設地域への人口移動（コンパクト・シティ
化）	
【対策３】戸別分散型のみならず複数戸をまとめた分散型生活排水処理施設の活
用（中型浄化槽の活用）	
	 対策１については，集合処理施設の整備は未普及解消に大きな役割を果たして
きたが，集合処理のほうが分散処理より効率的と考えられる条件を超えて区域拡
張された市町村が数多く見受けられる．市町村数で90％以上，行政区域内人口の
合計で全国の人口の99％以上の市町村が何らかの集合処理を行っているが，人口
規模が小さな市町村，可住地人口密度が小さい市町村で一人当たりの管路延長が
10ｍ/人より長くなっているほか，人口規模が大きな市町村でも特定環境保全公共
下水道や農業集落排水施設等では一人当たりの管路延長が長くなっている．さら
に一人当たりの管路延長が長い事業ほど処理計画人口に占める現在処理区域内人
口が小さくまた，計画処理区域の面積に占める現在処理区域面積の割合が小さ
い，すなわち人口ベースでも面積ベースでも処理計画達成率が低くなっている．
集合処理の計画区域内でまだ供用が開始されていない集合処理区域の外縁部で
は、供用開始を待つために単独処理浄化槽を使い続けている世帯が多くあるもの
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と考えられるが，かつて策定した過大な処理計画を見直し適正な区域として公示
することにより，単独処理浄化槽を合併処理浄化槽への転換が促進されるものと
考える．	
	 対策2については，他の社会基盤施設と同様に，コンパクト・シティ等の人口
集中施策が有効であり，未普及地域から人口減少のために施設の余剰量が生じた
地区への移住により施設整備量が削減できるだけでなく，既設施設の稼働率低下
を抑制できコスト削減が期待できる．しかしながら未普及地域で散在する世帯ご
とに対して市町村中心部への移住を行う人口誘導策は容易でないものと考えられ
る．	
	 そこで対策3で既整備区域に移住するのではなく，集落ごとに中大型浄化槽を
有する共同住宅を整備し，そこへの移住を促進することにより戸別に浄化槽を整
備するより効率的な生活排水処理を行おうとするものである．	
	 第５章では，人口減少が進んでいる宮城県大崎市の古川地区をモデル地区とし
て，現行の生活排水処理システム整備計画を見直すための３つシナリオを作成
し，将来の人口減少を踏まえて効率的に生活排水処理システムを概成するための
方法を検討した．その結果，既存施設を有効に活用するための集合処理区域の一
部統合，一部集合処理計画区域の分散処理への見直し，分散処理区域での中型浄
化槽の併用等による効果を実際に検証した．	
	
6．2 展望 
	 SDGs（国連持続可能な開発目標）に「目標6	 すべての人々に水と衛生へのア
クセスと持続可能な管理を確保する．」とあるように，効率的な生活排水処理施
設の整備・維持管理は我が国のみならず国際的にも重要な課題となっている．	
	 かつてのわが国の生活排水処理対策は，急増する人口，都市部への人口集中や
住宅建設ラッシュに対応して，下水道等の区域拡張等集合処理の整備が進められ
るとともに，オンサイトで処理が可能な浄化槽に関しては，便所の水洗化に主眼
を置いた単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への技術開発，制度的取り組みによ
り，集合処理施設の間に合わせ的な位置づけから集合処理，分散処理のベストミ
ックスを目指すような状況になってきた．集合処理は，計画的に処理を進めるこ
とができ，人口密集地域や人口増加が予想される地域では効率的に整備・維持管
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理ができるが，維持管理費に比べて建設費の割合が高く，建設費の中で大きな割
合を占める管渠の耐用年数が50〜70年と長いことから，人口減少が進むことを勘
案することが重要であることを明らかにした．人口の集中状況，人口減少率等と
集合処理，分散処理の効率性について論じたが，建設費用・維持管理費用を考え
るうえで，発生源となる家屋と終末処理場の高低差等まで含めた解析には至らな
かった．発生源と終末処理場の間が自然流下，もしくは少ないポンプアップで対
応できる場合には，エネルギー的にも有利であり，集合処理のコストは低く抑え
ることができるが，地形によっては分散処理のほうが効率的である場合も考えら
れる．第５章でGISを活用した集合処理，分散処理の費用比較を行ったが，高低
差まで含めた解析を行えば，ポンプアップ等の費用のみならずエネルギー使用も
含めた効率化比較も可能になるものと考える．	
	 また，人口の集中状況等については，生活排水処理施設以外の社会基盤施設の
整備についても重要な要素であり，気候変動の適応研究など様々な分野で注目さ
れている．国勢調査において５年ごとに詳細な実態把握が行われ，また，政府関
係機関をはじめとする各種機関により各種統計調査が実施されている．本研究で
は市町村単位の可住地人口密度等のデータを中心に解析を行ったが，多くの市町
村では市町村内で可住地人口密度が大きな地区と小さな地区が混在しており，よ
り詳細な解析のためには，ケーススタディで一部使用したようにより詳細なメッ
シュデータを活用することが有効であると考える．	
	 さらに，既設処理施設の有効利用のための人口移動や単独処理浄化槽の合併処
理浄化槽の転換等に関しては，市町村等の政策判断だけでなく，個々人の考えに
よることが大きいことから，補助等の誘導策の活用も重要と考える．	
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